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はじめに
　本稿の課題は，パリバ銀行（Banque　de　Paris　et　des　Pays・bas）が，1907年
一（明治40年）に，一日本の金融・財政調査を目的として派遣したフィナ’リ訪日調
査剛こ関する考察を展開し，日仏経済交流史の一端を解明することにある。一本
稿では，フィナリ調査団のH日本における調査活動，・o調査団の日本財政分析
とパリバ銀行への提案および日調査団の成果および影響の三つの章に関しての
考察が展開される。
　フイナリ調査団の帰国後，パリバ銀行は，即座に日卒事莱を拡大するには至
らなかった。だが，1912年には調査団の提案に沿ったかたちで；目仏銀行
（Bandue．Fr狐o畑opais♀）がバリに設立ざれ，パリパ銀行もこ九に出資する
と同時に，・フイナリ自身が同行の取締役のプ人に就任している。また，ユ970年
代から，パリーバ銀行の目本進出が本格化するが，これはフ才ナリ溺査団の歴史
的意義を継受する竜の・とがえよう1・
　本稿でほ；パリバ銀行史料館のフィサリ訪旧調査日一に関する史料を分栃の中・
心にすえ工工〕，考察をすすめていく。
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（一）　日本における調査活動
　（1）パリバ銀行
　パリバ銀行（La　Banque　de　Paris　et　des　Pays－bas）は，1872年に，オランダ
信用預金銀行（La　Banque　de　Cr6dit　et　de　Dξp6t　des　Pays－Bas，1863年創設）と
パリ銀行（Banque　de　Paris1869年創設）との両行の合併により誕生した。事
業銀行として営業活動を開始したパリバ銀行（以下パリバと略称）は，その豊
富な自己資金により，急遼に国際活動を展開した。パリバの事業は，次の三分
野からなり立っていた。第一は金融的活動であり各国公債，社債や株式などの
発行引受グループ（des　syndicats　d’6mission）に参加することである。第二の
任務は投資活動であり，基軸的産業分野への投資や証券保有である。そして，
第三番目に割引業務も行っていた。
　第一次世界大戦後に，パリバの経営活動はオラ」ス・フイナリ（Horace
Finaly）頭取のもとで急遼に発展した。それは国際金融，植民地帝国への投資，
石油や電気などの基軸産業への集中的投資からなっていた（2）。
　エリック・ビュシエールの研究によると，パリバ・システムとは“金融取引
量の増大に対処すると同時に銀行間のより厳しい競争に打ち勝つという二つの
挑戦に応えようとする”ものである｛3〕。第一次大戦までのフランスの国際関係
の発展が，パリバの金融活動を世界全体に拡大していた。
　オランダ信用預金銀行とパリ銀行との合併から誕生したパリバは，当初から
国際的活動を使命としており，本店はパリのアントン街に置かれてはいたが，
オランダのアムステルダム，ベルギーのブリッ・セル，スイスのジュネープ支店
が各々重要な経営の一翼を担っていた。E・ビュシエールは，第一次大戦以前
のパリバの国際活動のネット・ワークを次の三レベルに区別して考察してい
るω。
　まず，第一のインナー。サークルとでも称すべきものは，フランス国内の預
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金銀行三パリ割引銀行（Comptoir　d二Escompte　de　Paris），クレディ・リヨネ
（CrξditLyomais），ソシエテ・ゼネラル（SociξtξGξnξra1e）との協力である。
更にこのサークルには，当時の世界の金融の中心であったロンドンのBari㎎s
が1884年以降関係を強化し，参加する。またケルィ出身の銀行家Emest　Casse1
卿を通じて，ニューヨークのKuh皿Loeb＆Coとのネックワークをも設立させ
ている。また創立期にはドイッ出身の取締役が何人も存在した一例えばLud－
Wig　Bamberger一ことから，ドイツ銀行Deutche　Bankとは特別な関係があっ
たが，Bambergerの取締役辞任後（ユ872）ドイッの銀行との関係は，弱体化し
た。
　第ニレベルのネット・ワークとは，イタリア，オーストリア・ハンガリ帝国，
スカンジナヴィア諾国との関係であり，その周囲に第三レベルでのネットワー
クが拡大する。その申心は，スペイン，ロシア，バルカン諸国である。スペイ
ンには，1872年のBanco　Hipotecario　de　Espaiaの創設，1902年のBanco
Espaiol　de　Cr6ditoの設立によって足場を築いた。ロシアヘの進出は，1896年
にBanque　Russ－Chinoisを設立した時に実現した。当行の目的は，シベリア，
満州，中国北部への投資機会を狙うものであった。更に1910年には，Banque
Russ－ChinoisとCredit　du　Nordとを合併させることにより，パリバはソシエ
テ・ゼネラルと協力して，Russo－Asiatique　Banqueを設立した。当行は！913年
には，ロシア最大の銀行のひとつとなり，その株式の四分の三はパリ証券市場
で調達されていた。バルカン諸国については，オーストリアの諸銀行を通じて
影腎力を発揮し牟孝ミ，2p寧紀郁栗に1ヰ，ブ～レガソァ，上ハンダリア，ルーマニア
に進出し，1909年にはギリシャのSa1onica　Bankの株式を取得している。更に
ラテン…アメリカドついては，メキシコ，ブラジルでの事業が展開され，アフ
リカでは，ベルギー領コンゴに進串した〔5〕。
　フィナリ調査団の来日時点（1907年）で，日本は，この様なパリバのネッ
ト・7一クの外縁部に位置していた。パリバは，フランスの友好国で，その極
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東政策の拠点でもあるロシアを敗北させた日本の金融・経済状況を調査する必
要を感じていたと考えることができよう。
　1945年に国有化をまぬがれたパリバは，混合銀行として生れかわり，商業分
野にも積極的に参加した。この時イニシャチブを発揮したのはジャン・レイル
（Jean　Reyre）である。1950年代にパリバは，E　Cを中心とする国際市場参加の
ため再編成を行った160のフランス製造企業（設備材，製鉄etc）への支援を
行なった。1960年代には，ニューヨーク，ロンドン，ルクセンブルグに進出し
ている。
　現在のパリバ・グループの骨格は，196σ一70年代に形成された。1968年にパ
リバ金融会社（Cie　Financiさre　de　Paris　bas）が編成されることにより，グルー
プは，専門化された金融部門，国際資本市場，第三者勘定管理などの新領域に
進出し，ジャック・ド・フシエールOacquesdeFouchier）とピエール・ムサ
（Pierre　Moussa）の指導のもとで特に国際的活動（ヨーロッパ，中東，極東）
を活発化している。1982－86年までの国有企業であったが，その後民営化され，
1990年代は，M・フランソワ・ポンセ（M，Frangois・Pon㏄t）とA・レヴィ・
ラング（A．Lξvy－La㎎）のもとで，六つの申心的業務（商業銀行，金融市場，
ALM，個人・機関資産管理，コンサルタント，工業企業への参加）を行って
いる㈹。
　（2）オラース・フイナリの生涯
　オラース・フイナリ（Horace　Finaly）は，1871年の5月30日にハンガリのブ
ダペストに生まれた｛7〕。父親ユーゴ（Hugo）・フィナリと母親ユジェニイ・
工」レンベルジェール（MmeE㎎6nieE1lenberger）との聞の長男であった。彼
は，父親に従って1880年に渡仏し，パリのリセ・コンドルセに入学した。リ
セ・コンドルセでフイナリは，哲学，自然史，英語にすぐれた成績を示したが，
自然科学系特に数学は苦手だったようである。コンドルセの学友としてはマル
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セル・プルーストが知られており，プルーストとの交流を示す手紙の公開が期
待される。
　フイナリは，1890年8月28日のデクレによりフランスの国籍を取得し，1900
年4月ユ7日にパリバに入行した。その時彼は30歳直前であった。1904年以降パ
リバでのフィナリの地位が確立しつつあったが，それは，父親ユーゴ・フィナ
リが，金融資本家としてパリ銀行界に影響力を持っていたことによる。ユ906年
初頭フイナリは，パリバ銀行の次長（sous－directeur）に任命され糺それ以
降いくつかの外国調査を命ぜられた。特に次長任命直後の1907年の日本への
調査旅行はよく知られている。
　日本調・査族行から帰国後の1908年1月1日にフイナリは，パリバ銀行の部
長（directeur）に昇進している。1912年には，日仏銀行（BanqueFranco－
Japonaise）の取締役（administ。劃teur）の一人に任命され，1914年までその職に
ついた。1914年には，フィナリは，パリバ銀行の系列企業の多くの役職を整理
している。その国際活動により，フランスの影響力を世界にひろめたとして，
1911年7月28日，フィナリはレジョン・ドヌール（シュヴァリエ）勲章
（Chevalier　de1鼻La　Lξgi㎝d’homeur）一を受勲している。
　さらに，1911年に彼は，バンク・プリベ（Banque　Priv6e），北部地方銀行
（Banque　des　Pays　du　Nord）の取締役（administrateur）に就任した。1912年2
月には，ミラノのイタリア商業銀行（Banca　Commerciale　Ita1iana）の取締役に
パリバ銀行を代表して任命された。その他フィナリの関係した系列企業では，
フランス・サンダフェ鉄道会社（Cie　Fran蔓aise　des　Chemins　de　Fer　de　Ia　pro－
vince　de　Sa皿ta　Fξ），ノルウェー窒素会社（Ste　Norvξgi㎝ne　de　rAzote）二などが
ある。
　とろこで，パリバ内部でのフィナリの地位はどうであったであろうか。彼は，
第一次大戦終了後の1918年12月トール（Thors）の辞任のあとをうけ，取締役
会の推挙により，頭取（Direct㎝r　G6n6ral）に就任する。この時点以降，パリ
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バの経営活動にとってフィナリは，決定的に重要となる。特に！920年代には，
ロイヤル・ダッチ・シェルの石油資本がフランス石油市場を支配するのに対抗
して，アメリカのスタンダード石油の導入を計った。また，ドイツの影響下に
あった中央ヨーロッパヘ，パリバ中央ヨーロッパ銀行を通じて介入したのも
フィナリの指揮による。更に1932年には，中国工業銀行の再編成にも力を尽く
している。この様なフィナリの活動は，既にフランス政府からのレジオン・ド
ヌール勲章受勲の栄誉を浴びていたが，1922年9月18日には，フランスの大蔵
大臣とも会談がもたれるほどとなった。この会談の主要な目的は，政府側が中
国工業銀行の再開を望んだからであり，会談後両者は再開という点で合意して
いる。
　人民戦線政府の成立していた1937年の6月6日オラース・フィナリは，取締
役会会長エミール・モロ（Emile　Moreau）に辞表を提出した。頭取辞任の原因
は，人民戦線の成立という政治動乱に関係して，エミール・モロとの見解の相
違が顕在化したためだといわれる。即ち，レオン・ブルムとも親交があり左派
勢力に親近観をもつ，ユダヤ系の平和主義者であるフィナリと，カトリックの
保守派でよりフランスエ業界に関係するエミール・モロとの対立がフィナリの
辞任を引きおこした二8〕。
　37年閻働いたパリバの頭取を辞任するのは，取締役会と見解が対立して，健
全な銀行の経営を行なえないからだとフィナリは述べている。フィナリは第一
次大戦の直後にパリバの再建の仕事を引き受け，必死の努力の結果，株主に評
価される繁栄をパリバにもたらすことができたことも自ら評価している。そし
て，｛大恐慌の折にもパリバ銀行が，預金も名声も滅少させることなく，困難を
乗り切った点にも自ら満足の意を表している。以上は，フイナリが，取締役会
会長のエミール・モロにあてた辞任状から読みとることができる点である｛9〕。
　1937年のパリバ頭取の辞任は，フィナリにとっては銀行家としての活動の終
焉を意味した。だがフィナリとフランスエ業界との関係は切断されたわけでは
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なかった。1937年初頭から，フィナリぱ，アメリカのスタンダード石抽と交渉
・を始めており，フ与ンスが戦争に突入したとき，石油が安定的に供給されなけ
ればならないと考えていた。これら交渉の結果，フランス政府側とスタンダー
ド石油との間に石油供給に関する八つの契約が1938年1月から1940年’3月の聞
に締緒された。1940年にフランスが，ドイツの支配下におち，ユダヤ人のオ
ラース・フィナリは，アメリカヘ亡命した。エリック・ビュシエールの調査に
よると，フィナリはボルドー経由で1940年6月18日にスペインに入り，8月の
はじめにリスボンからアメリカに亡命したのである。㌔この時のフィナリにつき，
パリバの史料は，「ごの男性は70歳近くの老人で，健康もすぐれず，アメリヵ
で静養を必要とするように思わ丸た。彼は5今只一人で外国で生活しなければ
ならない」と述べている。かくして，フィナリは，人生最後の5年間を亡命者
として，ニューヨーク，パーク・アヴニュ270番地のMarguery　Hote1の宿舎で
すごした。1945年4月15日にアメリカに到着した養子ボリス（Borris）に面会
後，フィナリは5月20日に逝去し，アメ・リ・カのウゾドローン（Wood　lawn）墓
地に埋葬されている。フランスでは彼の墓はぺ一ル・ラシェーズにある血o。
　（3）調査団派遣の背景
　フィナリ使節団を派遣したパリバ銀行は，1900年以降，「日本事業（1eS
affaiチesjaponaises）」’に特蜘の関心を示していた㈹。・日本は大陸への拡張主義
を示しはじめ，ロシアの強力なライバルどなりうる中国との対立を強めていた。
この対外的野心と日本国内のインフラストラクチャー整備の必要性との両者が，
一体化して日本の財政を悪化させていた。日本はこの時∴ヨニロッパ市場での
二夫借款国であった。パリバは，・イギリ又めベテリングのすすめにより，1899
年，1902年の日本国債㌔（empr㎜ts　japonais）の交渉に参加していた。そして，
1905年にはロスチャイルドを伸介者とした日本国債の発行のフランス側の引受
分を分担したのである。さらに1907年には，パリバ銀行が，5％の。日本国債
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2，300万ポンドの起債の半分をパリ証券市場で引受けていたのである。
　パリバの「日本事業」への関心は，公債の発行のみに限定されていなかった。
1906年にパリバはロンドン市場で日本興業銀行の株式を取得している。その数
ケ月後には，パリバ，ブリッセル支店が，実業家ローネンー彼は1ヨ本の実業界
に進出していたが一との関係も強化する。その後パリバは，ガラスエ場の創設
計画そして「極東産業シンジケート」の創設を通じて様々な計画に関心を持っ
たのである。
　1907年の春には，パリハはこれら日本事業での最初のイニシャチフを強化し
ようとしていた。1907年の6月の日仏協約の締結はこの方向をさらに強化する
ものだった。在日フランス大使ジェラール（Gξrard）も日仏経済協力の方向を
確認した。日本は資本を必要としており，新たな外債発行が企てられるだろう。
その必要性を分析すべきである。だがこの機会にパリバは，日本での事業を支
援するため支店の開設の機会をもうかがっていた。
　使節団の派遣は，1907年7月2日の取締役会ではじめて討議され，7月9日
に取締役会での正式決定をみたω。フィナリ使節団（La　Mission　FinaIy）は，
34歳のオラース・フィナリ（Horace　Finaly）を団長に，金融分析技師ラコンブ
（ingξnieur　Lacombe）およびパリバの頭取ユジェーヌ・ゴワン（Eugさne　Gouin）
の孫，アンドレ・ゴワン（AndrξGouin）の3名から構成されていた。
　使節団の目的を規定したのは，パリバの頭取ユジェーヌ・ゴワンであった。
ユジェーヌはフィナリと使節団の出発前に，密接な打合わせを何回か行ってい
る。フイナリの役割はパリバの対日政策に関係していた。当時の日仏協力ある
いはフランスの対日進出のため必要とされる人脈を強化すること，場合によっ
ては，パリ証券市場での日本の証券の発行を勧誘すること，そして最後に日本
の金融，財政状態を分析することであった。この最後の点については，フィナ
リ自身がユジェーヌ・ゴワンに宛てた1907年11月15日の手紙で次のように述べ
ている㈱。
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　　調査は・以下の主要な2点に向けられていたはずですパ咋，日本嘆府の
・財政状態とこの国の金融状態の2点です。この2点の調査ドよって，パリバ
　の対日政策が決定されるはずでし牟。パリバは…日本政府と交渉を始めるこ
　とが可能かどうか，またこの日本の金融システムに参加するための組織を設
　置することが妥当かどうか，即ち仏日銀行（me　ba皿que　Fran剛aponaise）
　の創設が意図されるべきかどうかを調査の目的としていたのです。
　使節団の出発前に，彼らの目的を日本政府に説明するため若槻にあてたノー
トが，パリバの史料館に残されているω。この史料は，パリバの重要性を説明
し・、パリバは・「パリ証券市場で扱かわれた大借款琴業の殆今どすべての実
現」一において主要な役割を演じ、特にフランス金融市場での二度の日本債の発
行；三おいても重要な役割を演じたことを強調，している。「ロスチャイルド兄弟
銀行によって契約が碑立し，パリ証券市場に上場された二度の日本債について
は特に，発行のためgすべての会合がパリバで行なわれた」のである。この
ノートは・日本での金融的・工業的事業！こ・フラィスの銀行が参加することの
利点を強調している。このノートは「パリバが日本に関心を持つのは当然であ
る」と記述レ，フィナリ使節団の日本でg調査計画を説明する。最後にパリバ
が門司近くの大久保湾での港の建設計画書を作成する点についてロベール・
ローネン（Robert　Loonミn）とも合意していると述べている。パリバの周囲には，
この計画に関心を李つ銀行や工業家が結集していた。それらは，ソシエテ・ゼ
ネテル，パリ連合銀行，ベルギー牟よびイギリス資本系のグループ企業，一ク
2レーゾー会社（ミュネイデル社）およびフランスの大公共土本華茸コワゾ
（Coizeau）であった。このノートの最後は「使節団の帰国後，パリバを中心仁
したこのグルニプが，貝本政府に門司港の建設と穣営の認可を栗求すべきかど
うかを決定するであろう」という表現でむすばれてゼる。
（4〕調査団の日程
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　使節団は，！907年8月5日にパリをたち7日にモスクワに到着，その後シベ
リア経由で12日の汽軍の族のうち，ウラジオストックに到着した。ウラジオス
トックでは，寝台単鉄道（αe　des　Wagons－Lits）の提供した一等車で56時問を
過ごしたのち，彼らは8月21日の午後2時に日本海港敦賀にむけて乗船した。
アンドレ・ゴワンは，敦賀を，モスクワ・ウラジオストックの鉄道の終着点，
日本と大陸との交易の発達により急速に成長しつつある漁村として描いている。
彼らの眼前に出現した日本は，輸出用の家具類に描かれた典型的な東洋の風景
であり，殆んどヨーロッパ化はしていなかった。男性も女性も伝統的な着物姿
であった。最初に休憩した宿舎は，まるで日本式庭園であった。その中央には，
畳だけであとは何もない部屋がならんでいた。親切にも人々は，この日本式宿
舎に，机と椅子を運んできた。使節団の日本との最初の接触は，驚きの遵続で
あった。フィナリ使節団は，大蔵省の命令により，日本政府から特別の扱いを
受け，税関は通常の検査を行なわず，3日の到着の夜，彼らは敦賀市役所の歓
迎会に招かれたのである。彼らは8月25日に東京の帝国ホテルに到着したが，
そこでの歓迎ぶりも，特筆に値するものであった。日本銀行総裁の特別秘書が，
オラース・フイナリの日本研究のため協力することとなった。大蔵大臣は，フ
ランス語を話す，横浜正金銀行の役員をひとり，フィナリ使節団のために臨時
に派遣してく牝た。使節団の滞日中に，夕食会やレセプションも増加し，フィ
ナリーは2度大蔵大臣坂谷と直接会見する機会があった。日本側がこの使節団
を優遇したのは，彼らがこの使節団を単なる調査団と考えたのではなく，日本
へめ投資戦略を決定寺るという具体的目的を持って訪日した使節団と考えたか
らである。
　酷暑の8月末に日本に到着したフィナリは，ローネンのすすめもあり，避暑
のため東京を去り日光に移動した。そこで彼は，在日フランス大使オーギュス
ト・ジェラールと同じホテルで約十日間行動をともにした。この十日聞の滞在
は，両者がともに日仏経済関係を発展させようとする野心を語り合う最良の機
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会であった。またフィナリは朝鮮総督の伊藤博文にも会見している。伊藤は経
済面でのフランスとの関係強化に極めて好意的であづた。
　フイナリは9月10日に東京に戻ったが，大蔵大臣や政府高官が不在であった
ので，フィナリの交渉は9月末から10月のはじめにかけて行なわれた。1907年
10月中と11月の始めには，フィナリは門司を訪ね港の建設について立地調査を
した。そして独人の協力により建設された若松の国立製鉄所を見学した。その
後彼は神戸と大阪に行きローネンの関係していた企業を見学した。京都に滞在
したのち東京にもどった彼は，その滞在の最終行事として11月7日に公式の晩
餐会を開催したのち，1907年の11月！6日に日本を去り，一金融恐慌の視察のため
ニューヨークに向った後12月31日までにパ・リに戻ったのである。パリバを代表
して一人残されたアンドレ・ゴワンは，翌1908年5月まで渋沢栄一の第一銀行
で銀行員としての研修を続けた。
公式の晩餐会は，止宿していた帝国ホテルで行なわれた。その折のメニュー
や招待客の席次表が，パリバに残されている蝸。夕食はフランス料理10品以上
でフランスおよびオ』ストリア・ワインが供された豪華なものである。出席者
は39名，テーブルの申央にはフィナリと在日フランス大使ジェラールが席を占
め，その左右に招待客がならんでい名。坂谷大蔵大臣は，永町次官とともに出
席し光。林外務大臣，松岡農・商大臣，・松田日本銀行総裁が出席し、その他早
川三井銀行頭取，渡辺三井物産社長などが出席している。バリバ側が，日仏金
融協力の人材として注目していた渋沢栄一も第一銀行の頭取の肩書きで出席し
ている。．
　この折のフィナリ」のスピニチが残されているむ㌔それによると，6月の日
仏協約の当然のそして望ましい結果として，日本とフランスの経済面での緊密
な関係を創設する手段をさぐるためパリバ銀行から正式に派遣された調査団に
対して，日本経済界の重要人物が，送別の晩餐会に参加してくれたことにまず
謝意を述べている。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　199
　12　　　　　　　　　　　　　　早稲田商学第378号
　最初この仕事を与えられた時，来日の経験もなく不安に襲われたフィナリは，
全く準備不足で来日したが，日本に到着するやいなやその不安は消失した。そ
れは，大蔵大臣，農・商大臣，日本銀行総裁はじめ，この晩餐会に出席の人々
の助けを受けたからだと述べている。日本を去るに当り，「その強力で継続的
な日本に対する印象」をとても一言で表現することはできない。だが一つだけ
述べなら，今世紀以来，日本は強固なる自信をもって成長をはじめ，多数の大
きな杜会的問題の解決にむけて一定の成功をおさめつつあることである。特に
経済的な問題については，フランス人は，日本人との同意のうえ，経済問題の
解決策を求めて協力することができるだろう。従って，フイナリは自分の使命
を十分に果しえたと考える。彼は述べる。自分は日本に多くのことを学ぶため
に来たが，将来なすべき仕事の素晴らしさに確信をもって帰国する。そして将
来，今日をふりかえってみるならば自分が1ヨ仏経済協力の最初の段階の地味な
働き手であったことを幸福に思うことがあるだろう。
　答礼の辞は，男爵坂谷大臣であったo功。坂谷は，フィナリ使節団の来日が
「日仏両国の経済的関係の緊密化のための利益をもたらすものと確信してい
る」と述べた。また彼は，在日フランス大使が，外交面で獲得した6月の日仏
協約と同様の成果を，フィナリ使節団が経済面で成功させたのだと述べている。
日仏両国民が将来相互にむすばれるためには外交＝政治と経済と両側面からの
協カカ泌要だと述べて，両国の繁栄のため祝杯をあげている。
　両者のスピーチは，晩餐会における極めて社交的なものではあるが，個人的
体験としての抽象的言辞を多用し，具体的な約束を一切みせなかったフィナリ
のスピーチと，フランスからの金融的協力に確信をもったとも思われる坂谷の
スピーチとの対照性から，両者のスタンスの相違を想定することができよう。
15）伊藤博文との会見
ヴァカンスの真只中に，東京に到着したのでフィナリはまだ官僚の重要人物
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に会見してないと述べたのち，伊藤博文と行なわれた日光での会見につき，
ユージェーヌに報告する⑱。
　フイナリは，日光の同じホテルに投宿している，在日フランス大使との会談
により多くの情報を得た点もユジェーヌに報告する。在パリの日本大使栗野に
より，日本政府に違絡があっただけでなく，在ヨーロッパの金融工一ジェント
若槻も日本に違絡しており，さらに在日仏大使の紹介の適切さもあって，パリ
バの調査団は，重要な地位に就いている日本人のなかに，大きな反響を引きお
こした。これは，日本での新聞の調論にもみることができるが，日仏協約の最
初の目にみえる効果であり，日本がパリ市場で永続的な金融的支援を求めてい
る証拠である。そこでフィナリは最初に調査団に対して求められている期待の
大きさについて報告する。大蔵大臣は，フィナリの必要とするあらゆる情報を
提供しようと断言した。またフィナリの東京滞在中には享フランス語を流暢に
話す，横浜正金銀行の一部長が，フィナリの調査に有益と思われるすべての情
報を集める手助けをしてくれることとなった。
　この歓迎状態は，日本到着とともに始った。35万人の住民のいる工業都市名
古屋では，市長，市当局，地方銀行家が，2時聞の列草の停車時間中に，調査
団を公式のレセプションに招待してくれたのである。日本人の特質としてよく
知られている礼儀正しさも，これは少し行き過ぎともフィナリには思われた。
　ジェラール在日大使は，フィナリとユジェーヌの孫，アンドレそれにラコン
ブの3名に対して二最大級の歓迎の意を表してくれた。ジェラールは，フィナ
リ調査団の到来をよろこんでいるようであった。というのは，フランス側が日
本に利益関係をつくりあげ，発展させるのに最適の時期に調査団が来自したと
ジェラールが考えたからである。ジェラールによると，日本の現在の政治は，
軍事的成功とフランスおよびロシアと締結したばかりの協定により，次の二つ
の目的を追求している。第一には，白人列強と協力して世界戦略で重要な役割
を演ずることであり，第二には，可能な限り急速な経済的，金融的成長の達成
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である。フィナリは，ヨーロッパ人が「日本は黄色人種の先頭に立って，フラ
ンス人やアメリカ人と闘うことを目的としている」と考えているが，これは間
違いだと指摘する。
　金融・経済面では，日本はもはやすべてを先進国から学ぶ必要がないにして
も，依然として学ぶべき多くが残されている。日本人は，ヨーロッパの列強の
大学で学びたいと考えており，フランスをもっとも好んでいるというのがジェ
ラール大使の観察である。というのはフランスは，例えばイギリスと比較する
と固苦しさがなく，より気転がきく国だからである。また日本での最初のフラ
ンス人教育者たち一軍人，海軍，法律家一の言己慮が日本人のなかに生きている
からである。日本人への教育の方式はまだみつかっていないが，このような最
新の金融調査団の派遣は，今までなかったことなので大変好意的に受入れられ
た。特にこの金融財政面では，日本人は今まで，外国に出ている日本人代理商
からの情報を得ていた。従って大使によると，フィナリ調査団は，意図しつつ
ある日本事業に対する企てにおいて成功するよう準備されたも当然なのである。
　次に伊藤博文との会談について；報告している。何よりもこの伊藤こそが，近
代日本をつくり上げた人だという」点を強調している。彼は五元老の一人で，天
皇は重要事項の決定前には必ず，伊藤の意見を求める。五元老のうち，最も影
響力のある一人である。一内閣は，必らず，この元老会議の意見を参考にする。
　伊藤博文は，高齢にもかかわらず，朝鮮総督の責務を担っている。最近のソ
ウルでの事件のあと，彼は東京に戻り，朝鮮での施政の改革案を練り上げた。
この案に対して天皇の承認を得たのち，すべての既存政党の合意を取りつける
つもりである。この改革案は，当然のことながら新たな財政手段を必要とする
だろう。
一この状況下で，一フィナリは，”伊藤から会見のため呼び出しを受けたのである。
これは，、ローネンの仲介による。彼もこの会談に立ち会っている。伊藤は，
フイナリとの会談をかなり重要なものと考え，秘密を守るため，通訳なしで臨
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むよう要請した。会談は，英語で行なわれ，理解しがたい都分もあった。何よ
りもより一般的な言葉での会談であり，彼の要請もあるので，その内容をこの
手紙で斗ジェーヌに書き送る必要はないと，フィナリは述べている。伊藤博文
は，フィナリとローネ・ンに朝鮮の一般的状況について説明した。改革案を作成
レたこ牛も説明レ，その実現のための財源が必要と争り，その財源を多分国債
ドよってまかなうことになるだろうと述べた。だが会見当時はより具体策を碑
討していないので，あまり詳細な説明は不可能であった。フィナリ側の質問に
対して，伊藤博文は，場合によってはフランスで外債が発行されることに何の
不都合も感じないξ断言した。勿論・それは，フランス側の提案する条件が，他
の欧米諸国と比較して，断然有利な場合であるが。
　会談は20分ほど続き～フィナリは，もし伊藤博文が必要とする場合にはいつ
でも続きの会談に応ずる旨伝えて終了した。勿論この席には，在日仏大使も同
席しており，彼もまたフィナリと同様の重要な要請を伊藤に行っていた。伊藤
は寡黙な人で，最終的に計画が決定．されるまでは途中で何も話さない人である。
ジェラール大使は，この会見を評価し；一フランろ側の大きな成功だとみなした
のである。特にもし，フランスが・巳本の朝鮮事業に対する国債の発行
（6mission　d’empr㎜t）についてg日本の金融界に足場を築くことができれば，
そρ成功は大きいのである。朝鮮問題は，この時期の日本にとって，決定的に
重要なものなのである。
　フィナリは，この情報の正確さをまだ検証することができないと述べている。
従って，ユジェーヌが，フィナリと一緒になってこの融資の要求に答えるべき
か，フランスの目の前にひらかれたこの大路を踏み込むべきかをパリの本店働
で判断してほしいと述べるのである。というのは，日本人は，前むきの人々で
あり、フランス人がこれから実行することによってのみ．」フランス人を判断す
るだろうからであるo？。
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　｛6〕ユジエーヌ・ゴワン（パリバ頭取）の忠告
　フィナリ使節団が日本で熱烈な歓迎を受け次第に日本事業に積極的になって
いく様子を彼からの手紙で察知した，パリバ頭取のユジェーヌ・ゴワンは，10
月4日付のフイナリ宛の手紙で，慎重さを求めて，以下のように述べている㈱。
　あなた方の日本到着は，到るところで話題になっているようだが，日本での
歓迎ぶりはいささか行き過ぎのようである。というのは，日本が資本を必要と
している時，財布に一杯金をつめ込んだ人が訪日したと日本人が考えたからで
ある。日本人はあなた方を歓迎せざるを得ないのである。
　だが，あなたと在日大使ジェラールとの会話は極めて興味深い。在日フラン
ス大使が，協力を約束し，我々が日本と行なおうとしている交渉に協力しよう
と言うのなら，それは十分に。考えられることである。私は，彼なら信頼するこ
とができると考える。というのは，私どもが日本で行なおうとしていることは
すべて，フランスの利益にもなるからである。ジェラールとの会談ののち，伊
藤博文があなたに会見を申し込んだのは，彼もあなたの存在を無視できなく
なったからだろう。伊藤博文は，内閣にも影響カをもち，フランスにも好意的
な人だと考える。だが，我々が最良の条件を提案した時，将来の日本国債を
我々にまかせるだけでは不十分で，もっと他の協力条件を提示しなければ，伊
藤がフランスに対して特別に好意的だとはいえないのである。さらに，例えば
ローネンの仲介が有益だとしても，視察団の同伴者こそを信頼すべきである。
ユジェーヌは，視察団の会見した人々についての感想を書きのべ，ローネンに
対しては，かなり，突きはなした見方を示している。そして，ローネンをどこ
まで信用できるかを決定するのは，フィナリー自身だとして，「常に慎重で
あってほしい。よく見て，よく聞き，決して約東するな」と述べているのであ
る。（Soyeztoj㎝rsprudent，voyez，εcoutezetnevouse㎎aqezpas）。ユジェー
ヌのこの言葉は，日本事業に対してのみでなく，ローネンに対してむけられた
ものである。このフランス人実業家に対しては，フイナリも不信感を持ったよ
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うである。
　フィナリ使節団に，冷静さを求めたユジェーヌ・ゴワンは，日本事業に消極
的だったわけではな㌣・。消極的だとしたら，一使節団を派遣しなかったであろう。
ただ彼は冷静に事態を分析することを求めた。彼は述べている。あなた方の使
命は，目下のところパリバに代表されるフランス金融業界の代表的人物像を日
本人に示すことにある。そして，我々がなにをなしうるかを現場で検討するこ
とにある。現在状況が困難で微妙なことは私も認識している。あなたに期待す
るのは，何かなすべき事業があるのか，パリバの受諾できる条件下でさがすこ
とである。何か発見したら，本杜に連絡し一てほしい。私どもの方であなたの提
案を承認するごとになれば，私たちはその方向へ進むよう指示するであろう。
　冷静さを求めたユジェーヌが，日本経済および日本の銀行システムの潜在力
を評価していたと思われる記述がこの手紙の最後にあらわれる。それは使節団
に同行させた孫アンドレについて語った部分である。「日本では，一人で外出
するな，必らずフィナリと一緒に行動するように」と書き送っていた孫アンド
レの将来について，ユジェーヌは次のように述べている。私はアンドレを日本
の銀行に送り込み，そこで彼の商業教育を完成させたいのだと。彼はすでにフ
ランス，ドイツ，イギリスの銀行で実務を修得したので，今後は日本の銀行だ
とユジェ」ヌは考えたのである。フランス人側が日本の銀行に関心をもつよう
に努めるべきか，むしろ東京にフランスの銀行（une　banque　frangaise）を創設
すべきか？　これらのことを考えながら彼は，アンドレを日本の銀行で働かせ
たいと思ったのである。完全に日本人だけからなる日本の銀行で外国人を働か
せることは，・困難なことも知っている。だがもしこの考えが有益だと考えるな
らば，在日フランス大使ジェラールと伊藤男爵に相談してほしいというのが，■
ユジェーヌの希望であった㈱。
　アンドレは，渋沢栄一が後見人となって，主として第一銀行で働くため，翌
年5月まで滞在を延期した。一ユジェーヌとパリバ銀行の日本事業にかける期待
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をアンドルは担っていたとも考えることができよう。ユジェーヌの離日後一人
残されたアンドレは，12月8日の祖父宛の手紙で，渋沢栄一が第一銀行で唯一
　　　　　　　　　　　　　　　サカェ人英語を正しく話せる33歳の杉田冨を紹介してくれたこと，彼の説明は明解
であるが，日本語を読むことも話すことも出来ないアンドレにとっては，第一
銀行についてのレポートを完成させることは難事業であることを述べている。
そして，第百銀行では1908年1月！日以降働くことになったと書き送ってい
る勉。
　（7）在日フランス大使ジェラールの回想
　在日フランス大使をつとめたオーギュスト・ジェラールは，フィナリ使節団
の訪日当時の日仏経済関係について，その回想録のなかでつぎのように述壊し
ている㈱。
　臼本政府はさらにその夢はフランス市場とともに，継続的・長期的取引を可
能とする永続的関係を確立することだと述べていたのである。フランス市場側
も（le　march6franCais）1907年6月10日の日仏協約（accord　franc〇一aponais）
後，この夢を実現させるための協力体制の研究を行っていた。1907年の秋，パ
リバ銀行が次長（sous－directeurs）のひとり，オラース・フイナリを団長とす
る調査団を派遺した。彼にはひとりの金融調査官と二人の技師が従っていた。
（筆者注，この点はジェラールの記憶違い）。フィナリは，日本の到る所で歓
迎を受けた。そして，彼の調査のための極めて豊富な資料が与えられたのであ
る。大蔵大臣と局長たち，銀行の頭取たち，商業界の大立物，工業界の代表者
たちがフィナリに会い，彼の質問を聞き，彼が少しでも明らかにしたい点に説
明を与えたのである。フィナリは，日本の財政にもっとも関心を示していた。
また特別財政勘定，銀行制度，以下の五大金融機関の恒常的協力体制（日本銀
行，横浜正金銀行，日本興業銀行，台湾銀行等）に関心を示していた。また調
査団は，主要な民問銀行，三井，三菱，渋沢の第一，第一五，池田の第百銀行
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の頭取や役員に会談し，情報の交換を行っていた。
　フィナリの結論は，長い詳細な調査ののち，好意的なものであった。彼はパ
リバ銀行に対して，日本で帝国政府の望むような試みを企画すべきだと，提案
するはずであった。ところが，1907年末にアメリカで発生した金融恐慌と，こ
の恐慌がヨーロッパ市場の与えた影響故に，企画されうべきこの試みが，この
時点では中断されたのである。
　日本で評価の高いアルベール・カーンは，日清戦争中に日本の市場が提供す
るだろう将来の繁栄を最初に発見した，パリの金融業者である。このアルベー
ル・カーンが，ロスチャイルド家と日本人金融業者と，日仏両国の仲介役を演
じる日仏委員会（comitξfranc〇一ap㎝ais）の創設が可能かどうか検討した。
1910年には，4億フランの日本債の発行に成功した。そのわずか2年後の1912
年にBanque　francoづaponaiseの名のもとに，両国の市場を結びつける金融機
関が，大きな困難もなく創設されることとなった㈱。
注11〕パリバ史料館（Archives　hlstonqu壇de　P刮rlbas，7rue　Louls　LεGra皿d，75002Parls）には，日本
　　に関する史料が以下のCoteで保存されているむ415／1－7．530／1－7がそれである。この史
　料の存在を学界的にはじめて明らかにしたのはEricBusslさreの伽㏄色ダ舳似凸榊二伽
　　18アj－1945の刊行であり1996隼のことである。その後G皿訓e　Renault・We11hoffによりμF榊舳
　挑工邊∫血肋，工螂〃棚伽励伽り脇190升190＆Mさmolre　de　Maitrise，UmversitξParis　l（ユ996）が完
　成された。本稿は，これら先行研究から刺激と示唆を受けて作成されたものであり，先行研究の
　著劃こ心からの謝意を表するものである。だが，本稿が先行研究と決定的にことなるのは，先行
　研究がフィナリ調査団の提案をパリバが即座に実行しなかったとして，調査団の成暴を控え目に
　　とらえているのに対して，本稿の視負は，その成果を肯定的にとらえようとしたことにある。
　1912年の日仏銀行の創設、パリにおける日本公債の発行の盛行，そして何よりも1970年代のパリ
　バの目本への本格的進出，これらの現象をフィナリ調査団の直接・聞接の積極的成果として考察
　　しようとするのが本稿の特徴である珀
｛2〕パリバの略史については，B邊口que　de　Par1bas，∬鮒’吻棚伽j勧肋淋控p2による螂
｛3〕　Eric　B1』ssiさre，P囮仰b鮒！8721992．E捌π妙豊胡刑d肋芭W例｛攻Antwerp，1993，p．33．
14〕EricBussiεr巴、｛附，PP，45－57－
15〕以上の叙述は，Eric　B咀sslξ凧伽dりpp．45－57による。
｛6〕　B邑皿q皿e　de　Parlb副s．∬も加殉曲嘘4ぜ1セ地肋榔島P，2．
17〕オラース・フイナリに関する以下の叙述ば，主として工ω肋㎝榊眺P螂鮒伽帆1）例㎝姻物伽
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　功篶伽伽脇軌No．9，Sept1937に掲載されたLaD逢missi㎝deM　HoraceFimlyによる。また，
　エリック・ビュシエールの最新の伝記，Eric　Bussiξre，肋㏄。乃閉ゆ肋榊伽187j－19孤Paris，
　1996をも参考とした。
｛8〕　Georges　Lefranc，亙なf向胞d伽ダ伽閉f　P㎜1ω脇Paris，Le　Regard　de　rHistoire，2ed．1974p．442，
｛9）　La　Lettre　de　dξmission　par　M．Fin盆1y　adre雪sεe身M．E皿11e　Mor舶u，da皿s，1二ωDo㎝舳ねPo〃｛一
　口刎畠乱　D｛ク㎞互匂吻3〃F｛㎜拙脇軌No．9　sept　ユ937，p－1．
O⑪　Eric　Buss1εre，H㎝r㏄召F｛㎜蚊凸皿㎎刎伽1871－1945Paris，1996，pp　414－4ユ8．
ω　フイナリ使節団の日本訪問に関する本節の以下の叙述は，パリバ銀行の史料都に残されている
　報告書（〃吻螂朋〃ωハ伽ゆ伽∫蜆妙，Arohi．e筍de1a　Ba皿que　Paribas〕による。
⑫取締役会の議事録には，「対日派遣使節団は，次長オラース・フィナリ，銀行金融分析技師ラ
　コンブおよびアンドレ・ゴワンの3名から構成される」とのみ記録されてい私
（13　Archives　de　la　Banq1］e　Paribas，530／5Le肚re　d’Horace　Fmaly　a　Eugεne　Goum，1e15nov．1907，
　PagE1，
（14　Archives　de1a　Banque　Paribas，53G／1Note　remise註M㎝sieur　Wakatsukl，le25」umetユ907，
（15　Archives　de1目Banque　P劃r1bas，Fonds　Cabet，Cartol〕．415／7．
｛1旬ArchivesdelaBanqu直Parlbas，Dξj僅uneroffertP自rMFimly自rHotelImpξria1身TOK1O，1e7
　110Ψ、1907．AI1ocatlon　de　M．Finaly，415／7．
｛1カ　Archives　de1a　Banque　P邑r1sbas，Rξponse　du　Baron　SAKATANI，415／7．
血魯　Lettre’de　Horace　FmalyきEugさne　Gouin，NlKK0，1僅3septe皿bre1907，Archives　de　Parlbas，
　415／4．
閑　以上の伊藤樽文との会見についての叙述は，前注のフィナリの書簡によ私
臼O　L芭ttre　de　E日gεne　Gouin　a　Horace　Finaly，1e迅oct．ユ907，Archives　de　Paribas，415／1．
刎　以上のユジェーヌ・ゴワンの忠告は，前注㈱の書簡による。
㈱　Lettre　de　AndrξGouin身Eugさne　Gouin，Tok1o，1e8dece皿bre1907，ArchiΨes　de　Paribas，530／5
㈲　Mξmoirs　dlAuguste　Gξrard，pp．406－407，Archives　de　Paribas，415／7．
㈱　以上の回想は，前注㈱による。
（二）調査団の日本財政分析とパリバ銀行への提案
（1〕日本財政に関する質問表
　フィナリ調査団の質問事項は4グループ，15項目からなっていた（1〕。仏文で
書かれた，この質問表が翻訳されて，日本の政治家，銀行関係者，官僚たちに
示され，何らかのかたちで回答を引き出す役割を演じたと考えられる。第一グ
ループ（A）の質間は，政府予算に関係する。
（1）1905－06年1906→7年の財政（歳入・歳出）の確定的数値。
　（2）1906－07年度と1907－08年度の同一時期を比較しての財政実績数値。
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（3）経常歳入と臨時歳入，経常歳出と臨時歳出との区別法。
（4）予算案作成にあたって採用されている一般規則
（5）特別勘定や準備勘定は何を意味するのか。その性質・目的は何か。どの
　　ように設置され資金が払込まれ，管理されるのか。戦費に支払われた部分
　　は，その後補充されるのか。またその場合はどのようになされるのか。
　第ニグループ（B）に関する質問は，戦費に関する勘定についてである。即
ち，
（6）戦費のための特別勘定は，既に締切られたのか。もしそうなら何時のこ
とか。最終的，決定的なこの勘定の清算がなされたのか。もっとも最近の収支
はどうなのか。
　（7）予算案で，この勘定に計上された総額は国債により充当されるはずで
あったが，それは実現したのか。もし，不足額があると，それは将来補充され
るのか。それとも不足部分は，そのまま削除されるのか。支出されない額はど
の位になるのか。それはどんな扱いを受けるのか。1907－08年の予算案の臨時
的収入から天引きされるのか。そして最終的に消失するまで続けられるのか。
（8）ロシア人戦争捕虜に対する，ロシア側の賠償金はどの位であったのか。
入手したこの賠償金は，次年度の予算に組み込まれていくのか。また，どのよ
うに組み込まれるのか。
（9）戦争に趨因する新歳出とは何か。載争債の利子の支払い，年金，新規の
軍事費，造船費は？
　第三グループ（C）の質問としては，将来に関するものであり，今後の一連
の歳出計画の全体を理解したいというものである。
　最後のグループ（D）に関する質剛幸，国の借金（dette　nati㎝o1e）について
であり，毎年の経済，金融状況にあわせて支払い条件をかえるべきだという点
に関するものである。これについては，
口Φ内国債の各々の利子および償却額
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　ω　スターリング債の償却方法。減殺基金の利用か，毎年の規則的支払いか。
　胸減殺基金の性質，目的，運営方法はどうか。この基金は経常予算から1
億1，OC0万円を積み立てられたものなのか。現在の残額は？
　蝸流動債（la　dette　notante），国庫債券（bons　du　trξsor）についての情報
はどこで得られるのか。また，銀行預金や政府がロンドンに保有する金の準備
量の数値はどこに公表されているのか。
　ω直接税の取立方法。特に固定資産税の徴収方法についての情報はどこで
得られるのか。
（2〕質問表への回答
　フィナリ調査団は，日本財政に関する質問表を上述のように作成しており，
それへの回答書の下書きが，バリバ史料室に残されてい之｛2）。
　（A）グループの質問の第一点については，確定された数値が下記のとおり
に記入されている。
日本の財政状態（1905年度）
決　　算 予　　算
経常歳入 3億9，830万円3億7，100万円 十2，730万円
臨時歳入 ユ億3，690万円 6，260万円 十7可430万円
5億3∵520万円4億3，360万円十1億160万円
経常歳出 1億5，660万円 2億340万円 一4，680万円
臨時歳出 2億4，600万円2億7，650万円 一1，250万円
4億2，060万円4億7，990万円一5億9，300万円
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日本の財政状態（1906年度）
決　’算 予　　算
経常歳入 ’4億4，480万円 3億9，880万円 十4，600万円
臨L時歳入山 7，O00万円 1億610万円■ 一全、610万円
5億1，480万円 4億450万円 十990万円一
経常歳出 3億3，990万円3億6，770万円一 i2，680万円
臨時歳出 ユ億2，3gO万円 1億4，360万円 一1，970万円
4億6，380万円5億1，030万円 一4，650万円
、第二点に？いても，参照すべき数値が下記のとおりに」与えられており，一この
数値に対する説明は何らなされていない。
国　家　収」入
ユ907（9」月末）一ユ906、〈9月末日）
経常1億1，880万円・
止臨　　時 1億7，200万円
2億g，080万円
1億620万円 寸ユ，260万円、
200万円　十1億7，000万円
1億820万円　十1億8，260万円
国∫家支　出
1907（9月末）　1906（9一月末日ジ
経　　　常」　ユ億5，220万円
臨’　　時 6，140万円
2億1，360万円
2億1，380万円一
3，700万円
2億4，980万円
二6；960万円
十2，440万円．
一3，720万円一
　第三点にづいての説明は以下め通りであ名ら二般的に予算は，経衛予算と臨
蒔予算に区別される。ごの差異は二毎年め予算案めゼちちにその薮値が記載さ
れるかによ’り釦るごとがで’き名。例えぱ二皇室費，行政経費；通禽の軍事費は，
継続的性質をもらでい名ので経常予算二としそ扱わ九る。これに対して，驚築費，
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軍事的新師団の創設などは臨時予算にしか計上されない。それらは一時的性格
のものだからである。だがこの経常予算と臨時予算の区別は，非常に便宜的な
もので，官庁・行政機構の再編成によっても変化しうるのである。例えば，い
くつかの軍事費は新師団の廃止により，臨時予算から消失したが，経常予算に
は計上されることとなる。それは恒常的性格をもつに至ったからである。歳入
についても同じ考えである。税金と手数料は，永続的性質をもつので経常予算
とみなされるが，非経常的価値をもつ歳入一例えば公債による臨時収入など一
は臨時予算に計上される。
　第4点については，歳入と歳出に区分して考えられる。まず歳入については，
財政予算の編成の最大の配慮は，歳入と歳出の均衡を保つことである。予算を
編成するにあたり歳入は，計算の基礎である。最も正確で，最も確実な数値が
必要とされ，これには過去数年の数値や数値の増減の傾向などが参考とされる。
もし歳入の数値が過大評価され，現実の歳入が少ない時には，問題がおきる。
従って，歳入科目の数値の決定には，最大の配慮が必要とされる。
　その計算方法は以下のとおりである。固定資産税については，その年の1月
1日の価格，家賃については4月1日の価格を参考に計算する。直接課税の可
能な物品税については，当商品の過去3年閻の平均価格をもとに課税額を計算
する。その他すべての歳入科目については，過去3年を目途に計算する。付加
価値が生ずる場合は，勿論それを考慮する。
　歳出，特に経常歳出とは，永続的性質のものである。従って経常の歳出には
経常の歳入を対応させるべきである。臨時歳出には，臨時歳入をもってあてる
べきである。まず，公務員の給与であるが，彼らの数は年度により増減がある
ので，過去3年の平均を数値にしてとりあげる。物晶の購入費については，そ
の数を基礎に算定する。法律で数が明確化されないような物晶について，過去
3年聞の平均数値を利用する。期限のきた公債の償却費については，その期限
にもとづき計算するが，無期限の公債については，その年の財政状態の余裕を
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みながら決定する。旅費の算定ば，旅行者の数，、等級，距離，滞在日数にもξ
づき，、各旅行毎に決定する。支出総額が法律によって決定さ牟ている場合モ辛，
そg契約額をその事ま，計上する。．
　第，5点の特別勘定については以下のような説明がなされた。日本の財政に関
する法律はその第一条で，各勘定の統一化の原則を規定している。従って三日
本では，この原則と公然と矛盾する特別勘定の存在を認めるべきではない。だ
が，もしこの原貝囲にこだわるならば，国家事業の完成に困難を生じることとな
る。従って，同じ財政法の第30条で，「特別の必要の場合には，この法律の範
甲内で，特別勘定を設置することができる」苧述べている。特別勘定は，かく
して，合法的に以下の場合に可能となる。（1）1会計年寧にわたってしか支出が
想定されない臨時軍事費のような場含。（2）台湾，広東，サハリンの日本人の専
管居留地のような地域で，国家財政ξは独立した，財政収支を確立したい場合。
（3）タバコ専売公社，大蔵省印刷局，造幣局，国立製鉄所のような企業的経営体
が，その資金を活用する華合。（4）行政的視点カ㍉ら，、国家財政とは独立して特別
基金を設定し活用す争場合。整理（コンソル）公債などの場含がこれである。
（5）教育施設や図書館のような，財政的独立性を必要とする場合。（6）鉄遣のよう
な特別の経営が必要とされる場含。、これら．の帯別勘定では，一般財政年度と同
様に年度ごとの決算を行うことができない。（1）の場合は，戦争が継続している
期間が終ってから決算することになる。その他の（亭H6〕の特別勘定は，経常財
政と同様に計算する。第（2〕の場合には，基本は，その地域の税平で，その地域
の支出をまかなうことである。だが，もし赤字が発生す多とそれは二般会計で
補填される。第（3）の事例では，年次収入こ」そがその事業体g収益の全体を形成
する。年次支出は（原材料・，機械，その他資材）の購入費と，建物縫持費から
なる。この勘定にとっては，資本が固定資本と流動資本からなる。第5点につ
いては，日本には，一般勘定と特別勘定の2種類しか存在しない。フランス人
が「準備勘定」一（compte　de　rξserve）一と市名しているも刎ヰ，日本ではおそら
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く，特別勘定の一部で，“基金勘定（compte　de　f㎝ds）”という名でよんでいる
項目である。それは，他の特別勘定を設定するための，1作業段階のユ科目に
すぎないであろう。その目的は，本来の勘定口座によって準備されるはずの原
材料を使っての作業の場合に，突然予期せぬ，必要が生じた場合，その資金に
対応するためのものである。それらは，特別勘定のなかの鉄道補給基金，造幣
局の貨幣調整基金などである。
　第2グループの最初の質問即ち第6点，戦費のための特別勘定については，
以下の説明がなされる。この特別勘定は，1907年の3月31日で勘定が締切られ
た。だが，支払い令の最終締切は，5月31日まで延期された。口座勘定の締切
りは6月31日であり，10月31日に特別勘定は，終了する。残額はその後一般勘
定へ振替られる。この特別勘定は会計監査院が目下監査中であり，その公表は，
近くなされよう。1906年9月30日の数字は，収入17億2，000万円，支出15億円
である。
　第7点に関しては，この軍事特別勘定に占める国債による調達金額は，
7，300万円となった。日本の国内市場での国債購入の呼びかけは，益々積極的
になるだろう。
　第8点については，ロシア人捕虜の日本の経費は，5，000万円に達している
と述べている。この経費を誰が負担するかは，まだ決定していない。いま財政
的措置を講じているところである。
　戦争債の償却についての第9点たづいては説明は以下のようである。戦争債
は，1955年までに完全に償却されそしまわなければならない。それには，公債
償却基金を利用するのだが，そのため毎年ユ億1，000万円以上の額が一般会計
から支出されねばならない。1906年の経常予算における戦争に起因する支出は，
総額1億7，260万円であり，それに対応する収入は，1億7，245万円で，赤字分
は経常予算のいずれかの項8の黒字分で補填することになる。
　第3グループに関する財政傾向についての質間には，現在それを図示するグ
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ラフを作成中であると述べている。最後の第4グループ（D）に関しては，以
下のように答えが準備されている。即ち，国有化された鉄道証券は1912年6月
までに，各鉄道会社に放出されるであろう。
　内国債に関する第10点については，内国債の償却と利子の支払いは，整理
（コンソル）公債基金の協力により行われる。この基金には毎年，経常支出勘
定から，1定額の払込みがなされる。1907年の利子支払額は6宇100万円，償却
費は1，500万円である。
　イギリスのスターリング債の償却については（質問第11点）パ契約により規
定された†定期間内の支払が決められている。その墓金は，毎年経常経費のな
かから，整理一（コンソル）公債基金勘定へ，一一定額が振込まれることになって
いる。
　第12点目の質問については，以下が解答である。整理（コンソル）公債基金
は，公債の償却，利子の支払および発行経費をまかなう目的で設置された。動
産を担保にするか他のより確実な担保を取る方法で運営されている。臼本銀行
が取扱っており，この基金は1906年9月の概数で総額9，000万円となる。
　第13番目の質問については，まず国庫債券などの発行に関する情報は，その
発行の翌日，官報に掲載されると述べている。1906年9月30日までに，その発
行総額は，5，940万円となった。一日本には，rente＾flottanteもempr㎜tpro－
visoi・も存在しないξ支た，日本政府の金保有額は，」1906年9・月30日現在で，
およそ2億8，000万円である。そのうち1億21000万円がロンドンで保有されて
いる。
　最後の第ユ4点については，一添付の財政法を参照されたいと書かれているが，
それは現在パリバ史料館で発見するこ’とができない（3〕。
（3ジ日本財政に関する分析
フィナ1〕は，u月15日帝国ホテルで’ユジエーヌ宛の報告書を作成してい
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る｛4〕。この報告書は日本に3ケ月滞在し，日本の財政と民問の経済状態につい
て彼の見解をまとめ，パリバ本社に対して，日本事業に対する提案を行ったも
のである。彼は過去3ケ月以下の二つの方法で調査したと冒頭で述べている。
第1には日本政府の後盾なしに，民間の情報を集める方法である。第2は，仏
大使館を通じて，日本政府の仲介で資料を集める方法である。日本でのフィナ
リの調査は，第2の方法によった。というのは，日本では，第2の方法しか選
択の余地がないのであり，単純なアンケートですら大使館の紹介が必要条件な
のである。大使館の仲介なしには，日本では何も出来ないのである。日本では
金融業界は，完全に政府の手中にある。政府の許可なしには何も行なわれない
のである。もし外務大臣や大蔵大臣がフィナリに情報を与える模範を示し，日
本の金融業者がフィナリの発する質問に答えることを許可しないならば，一言
も回答は得られないであろう。そこで，フィナリは在日仏大使，ジェラールの
仲介を求め彼もまた最も親切で，最も効率的な援助をおしまなかった。最初か
ら最後まで，日本政府から歓迎を受けたが，それは日本側がフィナリの訪日を，
6月に締緒された日仏協約（a㏄ord｛ranco－jap㎝ais）の延長事業（㎜corol・
1aire）とみなしていたからである。滞日申のフィナリの最大の苦労は，このよ
うな日仏協力の気運を冷却させないように配慮しながら，パリバ本社を当惑さ
せるような具体的な約束を何もしないように努めたこどである。
　フィナリは，1903－04年からユ906－C7年（3月が予算年度末）の国家財政の
数値を検討したのち（1907T08年については；予測値）注目すべき点は，これ
らの数値に全て日露載争が陰をおとしていることだと述べている。1903－04年
の第ユ期にすでに政府は，戦争の最初の出費を計上している（日露の最初の紛
争は，1904年2月8日に発生）。ユ906→7．1907－C8年の最終期にはともに；
戦費の清算が引き続き行なわれ，この清算が終了するのは1908→9年になるで
あろう。というのは，まだ未消化の戦争特別口座，’4，000万円を，次年度の予
算の赤字を補填するため臨時収人として使用することが，次期の国会で決定さ
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五ると思われるからである一。
　この財政状態を’もたらしたごとば批判されよ’う・。阯だが目露載争は，経常支出
（約4億）・以外の約15億円の出費を日本に要求したのである。日本は国内，国
外で国債を発行し，その大部分をまかなった。一だが，フィナ1∫は，』パリバ本社
がこの日本の財政状態を例えば南アメリカの国⊥アリレゼンチン∵ブラジルーな
どと同じよう・に，厳しぐ判断すべきではないと途べている。日本の財政支出の
増加は，やがて国家財政の破綻を招くようにみえるが，フィナリはそう考えて
いなかった。その理由については，・帰国後口頭で説明するとだけ，この手紙に
は書かれているρ
　日本における財政棚度はまだ初歩的なものである。そして，現在日本は，海
軍と陸軍の整備に腐心しており，財政政策について十分の注意を払ってこな
かったσフィナリはこれに対して，雇新のより令理的な財政方法一フランメで
行なわれているような一を用い名と，一増税なしに，数百万円め増収が可能であ
ろうと考えた。これ以上の詳細は，報告書には書かれていない。ただラィナリ
は，既に日本政府が，財政政策の不十分きを認識し，財政改革案を作成中だと
述べているのである・。
　フィナリによれば二1007二08隼の財政支出，・6億1，600万円は節約可能なの
である。国債の利子支払は廃止できないが；戦費，．海軍費用公共土木費は，節
約できる。軍備解除以外に財政支出の増加をストップできないし，また造船の
ような建設部門では，節約が可能なのである。政府がこれを認識すれば，・最初
は2，000万一3，000万円の節約から始めるべきである｛5〕。
　周露載争の影響のない時期め財政を知るため，少しさかのぼった時期を検討
してみよづ。例えぼ，・・1902r03年期は一戦争の動ぎが全然なかっ二たが⊥中国の
義和団の反乱に対応した予算が組まれている。さらに，1896－97年の予算ぱ，’
対中国キャンペーンの最中であり，日本の通常財政力を知ることはできない。
フィナリの分析によると，日本財政は，戦争という異常事態により混乱してい
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るが，正常な状態に戻ることにより健全化するはずだと考えていたようである。
というのは，フィナリは日本の経済的潜在力を次のように評価していた。
　戦争による財政圧迫が克服されるならば，日本は健全に発展するはずである。
たしかに人口5千万人の日本は豊かな国ではない。明治新体制成立後40年経過
したばかりなので，日本は経済的に発展する十分な時聞がなかったのである。
だが日本には潜在的富裕さが存在する。そして，毎日のように表面にあらわれ
た経済発展以外の潜在的豊かさというものが確認されるのである。一つ例をあ
げると国内商業と外国貿易の顕著な増大があることから左日本国民は，戦争の
ためのかなりの税負担にたえることが出来るだろう。そして戦争が終ったとき，
この税はより恒久的性格となり，次年度の予算から増加させられると思われる。
ヨーロッバ人がみるとは反対に，フィナリは日本で日本国民の担税能力を評価
している。フィナリは，大蔵大臣，高級宮僚，野党政治家一宥名な大隈重信一
銀行家，実業家に質問したが，彼らは全員一致して，これらの税金を国民が負
担可能であると述べていたのである。
　この様な潜在的富裕さのほかに，日本の経済生活は，驚ろくべきほどのリズ
ムで発展している。外国貿易統計をみると，輸出入の総額が1900年に4億
g，200万円にすぎなかったものが，ユ906年には8億4，000万円に急増し，1907年
には10億円に達すると考えられている。この増加率は少なくとも財政支出の増
加率に匹敵するものである。他の数値によれば，公共的富（richesse　publique）
が急違に増加している。日本のすべての銀行の預金が増加している。1900年に
預金総額が6億1，100万円であったのが，1906年にば1蔓億5，400万円となってい
たのである。一これらの数値をならべてみると，日本は「経済的怪物」（m㎝Stre
ξCOnOInique）であり，他因に遼用すべき，経済成果測定の基準は，日本には適
用できない｛亨）。
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／4）日本銀行に関する分析
　フイナリは，日本銀行についても以下の考察を展開している。通貨供給茸と
金準備についてである。日本の1907年の対外負債は15億5，593万9，000円にもの
ぼる。（これには日本政府の保障による南満州鉄道のユ907年の外債400万ポンド
は含まれない）。この利子支払額だけで，ユ年に5，125万6，000円となる。3－
4年先に，この外債の償還が始まるが，利子の支払いだけで1920年には少なく
とも7，900万円，1922年にはユ億500万円となるであろう。これは非常に大きな
間題である。融資国にとっては，目を離せない点であ私
　現在の外国債の状況は，ロンドンに依然として2億8，000万円の負債があり，
4－5年後からの利子支払いの問題に直面する。だが問題はそれだけでない。
日本は多様なことなった種類の問題を考慮しなければならない。そしてイギリ
ス人が“負債のバランス”b早1ance　of印debtenessと呼ぶものを均衡化させな
ければならない。日本が潜在力をもつ貿易収支は，、そのユ部に過ぎない。日本
銀行が，内密に教示した情報によると“負債のバランス”の貸方（actif）一の項
目とは，
　目本商船ドよる商品輸送費
　外国船舶の日本での支出
　外国旅行者の日本での草払い
　外国にある日本資本の利子
　外甲か亭日本へ投資された資本
　外国大使館，領事館の日本での出費
　中国からの戦争賠償傘の毎年の支払ン・一
　日本政府が外国にもっている準備金
　ロシア人捕虜（1908→9年のみ）
　日本での金の産出
他方借方（passi章）と考えられるgは，
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　日本政府の外国への支払い
　外債利子支払い
　外国で発行された市債利子支払い
　外国商船への支払い
　外国での日本商船の費用
　外国から帰国した日本商船の支払い
　南満州鉄道の支払い
　日本に導入された外国資本の利益
　郵便条約による支払額
　日本に不利な貿易収支
　これらの数値の計算は，正確なものも，概数もある。だが，1908－1911の4
年問の日本からの外国への金の流出は，2億3，100万円であり，従って現在外
国には，2億8，000万円から2億3，100万円を引いた残りの4，900万円の金しか
残っていない。また，フィナリ滞在申の日本銀行の正貨金準傭高（reSerVe
mξtauique）は，1億4，300万円から1億4，000万円の問を示している。日本銀
行の状態は，日露戦争以降困難さの度合を増している。日本銀行は政府の手中
にあり，大蔵省の1機構である。日本は1897年より，金単一本位制下にある。
日銀の紙幣は，金にのみ見換可能である。通貨の流通量は，フィナリ滞在中に
3億円から3億1，900万円の聞を変動していた。そしてこの流通量のうち，紙
幣の流通量，即ち金保有高をこえる紙幣の有効性は，国家への信用に立脚して
いるのである。
　中央銀行という点からみると，日本銀行の役割は日本の経済生活における調
整者としての役割を演ずることである。日露戦争は，この銀行にも悪影響を与
えた。1906年9月の国家への2億円の前貸は戦争のため国債を日本国内で発行
することにより実現されたからである。現在の日本の金融恐慌は少なくとも，
その原因の一部は日本銀行に起因する。日本銀行は，その当然とする役割を演
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ずることができなかった。またポーツマス条約締緒後に口」シアからの賠償金が
よ・り多額で急速に入手でき。、戦争債の償却が行なわれていたら，大衆の不満も
少なかったと思われる。
　以上間題点を述べたのちフィナリは，・、日本の大蔵省，日本銀行，実業界には
優秀な人材がおり，この困難さを理解している。そして改善策を検討しており，
その改善策の最良のものは外資の導入と国内工業の発展にあることを目本人は
理解している，とフィナリは述べている。この二つの方法で，急速に国富を塔
加させ，それにより財政収入が増加すると同時、に輸出が増加する。そして英人
の言う．、“負債のバランス”」を日本に有利なものとする。一この方法が目本の成功
の方法だと、日本人は知σているので，パリバの使節団を熱烈に目本人が歓迎し
たのである（7㌧以上がフイナリの分析であ乱
　（5）、日本の外交政策に関する分析
　フイナリは，財政分析のみならず，、当時の日本の外交政策一特にアジア政策
一に対しても分析を加えている。まず日本外交の全体にういては，’日清，日露
の両戦争の当事国として，欧米で一般的に考えられていた日本＝好載国と，の通
念に対して，強い疑念を提している。フィナリは言う。ここ日本では，すべて
が平和のため，しかも永続的な平和にむけられている。そして，何らかの挑発
が日本を限界にまで追いつめない限り、rこれは実際にはおこりそう’もないのだ
が十日本を熟知している有力な日本人やヨニロジパ人が述べているように，日、
本の削こは，今長い平和の時期が横たわっているのである一。員本に敵意を持つ
人々が言己述してきたよう・に，』本牟真からの好戦肘な邑だとはフィ†リにばど
う一しても考えられなかったのである！副。．
　日本の情報通の人たちによると，、現在はポ㌣ツマスで平和条約が籍ばれた登
要な時期である。日本は戦争により資本のみならず，多ぐの人材も失ない，二現
在の日本では好戦的な感情が消失している。従って，長期的平和が到来したと
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日本人が考えるのは当然のように思われる。日露戦争の教訓のひとつは，日本
社会の全階層に，貧困な国は豊かな国になりうるし，ならねばならないという，
共通の感情を与えたことであろう。
　まさに戦争の時期のあとに，平和な経済発展の時期が到来したのである。し
かも，ここ日本では，経済発展は規律と整然とした方法にもとづき達成される。
この経済発展が完全に成功することは，確実であろう。だが，外国の介入や外
資なしに，自国の資本だけで経済発展を完成させようとすると，かなりの時間
がかかることを日本人は良く承知しているのである。
　外国からの資本や技術の導入で，日本の経済発展という国策が加遠度的に実
現されるのである。ここに聞違いもなく，1907年6月の日仏協約の意義が存在
する。日本は日仏協約によって，自国の発展のためフランス資本を導入したい
という隠れた意図を持っているのだ〔9〕。
　日本が好戦的な国でないことの証明に，フィナリは，アメリカ合衆国との間
に発生しつつあった移民問題について観察し，カリフォルニアヘの日本人移民
制限という問題に，日本の指導者が，アメリカの責任を問おうとしていないこ
とを指摘するω。
　朝鮮問題を当期日本の最大の間題だと指摘したフイナリは，この点について
も，日本は攻撃的だったのではなく，むしろ防衛的だったと述べている。日本
が参戦した過去の2度の戦争一日清，日露戦争一は，日本にとって，死活問題
だったというのがフィナリの分析である。即ち，ロシア人たちが朝鮮の支配者
となり，朝鮮の独立が脅かされることは，日本の独立にとって死活問題だった一
のであるω。フィナリは，朝鮮に対する日本の支配を国際政治上の既製の事実
として認識し，それに対する批判は何ら展開していない。1907年6月10日に日
仏協約を締結するにいたったフランス政府と同様，日本の朝鮮政策については，
現状を肯定し，中立的立場をとったといえよう。
　当時のジャパン・デイリ・ヘラルド誌の伝えるように，欧米の関心は，朝鮮
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の主権の問題よりは，朝鮮に投資された欧米資本が，どのように回収さ・れみか
にむげられていた。7月16日の同誌には，以下のような記事が掲載さ一れている。
即ち，過去数年問にわたり，パリの銀行家たちやフランスの金融業者は，巨額
の資本を朝鮮政府に貸与していた。それらの合計は300万ポンドを超える額に
なるが，これらの貸付金は，朝鮮政府が返済するのか，それとも日本政府がそ
の支払いを実行するのかという問題提起が，朝鮮の調査にフランスからやづて
きたピエール・ジファール（P．Giffard）によって提起されたのであるω。
　フィナリの注目したのは，既製事実としての日本の朝鮮支配のなかで，日本
が発起した諸事業の展開である。渋沢栄一の第一銀行が事実上の朝鮮中央銀行
となったことや，彼が日韓ガス会社を設立して，ソウールでのガスの独占販売権
（25年間）を獲得した点が注目された：13。さらにユ907年に設立された，朝鮮拓
殖会社もフィナリの注目を集めた。当社は，経営陣に井上や桂などの有力政治
家を加え，ユ，000万円の資本金で設立され，朝鮮の農業，潅概，鉱山開発によ
り，、朝鮮の資源開発を目的としていたらこのような，日本の朝鮮における事業」
が展開されるなかで，欧米企業に与えられていた認可権と日本企業へのそれと
が競合するようになった。日本で発行ざれていたある英字新聞によると朝鮮へ
の目本政府の影響力が益々重大化しつつあるので，アメリカの朝鮮に進出して
いた，東洋統合鉱山会社（O・iental　Co皿solidated　Mi皿i㎎Company）の利益が危
険にさらされるようになったパ」と報じている⑭。
一満州をめぐっての，日本と中国との国際関係について，フィナリの分析はど
うだったのだろうか。ロシアとの金融関係，外交的友好関係を保持していたフ
ランスにとっては，ロシアに隣接した人口大国で，ロシアヘの潜在的脅威国と
なりうる中国に対して，日本の存在が一定の抑止的効果を生むこ’とは，むしろ
歓迎すべきことであった。フィナリの」分析の独自僅は，当時欧米に一般的で
あった黄禍論（Le　Peril　Jeune）＝日本と中国の協力による欧米への対抗を，放
灘したことである。この黄禍論は，好戦的な日本が，■大量の中国人を従え，
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ヨーロッパを攻撃するというものである。だが，現実に日本は，イギリス，フ
ランス，ロシアと協定を調印したばかりであり，それは，日本が白人列強との
協力体制に参加したことを意味するのである℃だがここで指摘しておくべきこ
とは，中国はこれらの諸協定に不安を感じ，自国が協定の当事国でないような
協定で，中国の保全が言及されることを嫌っていたことである。というのは，
日本の満州への「平和的進入」（p6n6trati6n－pacifique）や朝鮮に対する最終的
占拠とが日中両国側に緊張関係をつくりだしていたからである。この外交的緊
張の存在を，在日フランス大使も認めていたが，それは決して危険なほどのも
のではなかった。フ才ナリによれば，現在ヨ’一ロッパは，中国から獲得したも
のが殆んどないが，日本人はそのヨーロッパ人ほどのものさえ，中国から獲得
していないのである蝸。I
’中国に対する日本外交の現状を肯定し，」それを受け入れたのは，フイナリの
みではない。当時の日本で発行されていた英字新聞も次のように述べているの
である。即ち，南満州鉄遣が益々重要になり，満州在住の日本人が益々増加し
つつあるからと言って，この事実こそが日本政府が満州政府を支配し，中国政
府までを・も日本の国益に従属させようとする意図を示すものだと考えることは，
全く正当化されえな」い。中国における日本の影響力は，政治的なものではなく，
金融的かつ経済的なものであり，日中両国の利益は，双方が両国間の紛争の調
整の成功にかかっている。この南満州鉄遣の発展は，中国の商工業の発展をも
たらす。必要資金は巨額となるが，’満鉄の成功は世界各国に影響を与えるので
あるむギ
16）パリバ銀行に対する提案
　日本の財政分析，日本銀行の機能と実績についての長い分析を行なったのち，
フイナリは日本にフランス系の銀行を創設する可能性について緒論を示してい
る。これは，日本を離れる直前の11月15日に，帝国ホテルで完成されたパリバ
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頭取のユジェーヌにあてた報告書に記述されている㌦長く苦労にみちた調査
の結果デ彼ばこの種の銀行の創設が，十定の条件のもとで，∴基本的に必要なも
のであり，一より有益なものでありうるとの確信に達っしたのである。丁定の条
件と篠が考ネたのは；
　第ユら東京の管理部門が，十分李独立性を保持すべきこと。
　第2に，日本人の第二級の人材との協カが不可避な条件である。フィナリは，
第一銀行の頭取であり，ア！ドレの後見役を’も引受けた渋沢栄丁をその第一候
補と考えていた。
　第3に律、創設すべき銀行は，フランスの市場と日本の金融とを真に緒びつ
けるものであること。即ちゾパリバは原則として日本で真剣に調査さ、牝，監督
されている事業や企業に対してのみ関心を持つべき」である。一現在もしパリバが
何か創設しようとすろならば，‘パリバはただちに日本の最良の工業企業との関
係をもつべきで奉ゑ。，特にこの場合既に実績を重ねた企業を対象とすべきなの
である。
　，この第3の条件について，さらに補足する章らば，フイナリが創設可能と考
えるフランス側の銀行は，銀行としてのそして財政機関としてあらゆる分野の
活動を行なうことができる。だが，フィナリによれば，工業的活動に集申する
ことにより，もっとも収益性の高い営業部門が与えられるはずである。もしパ
リバがロシアで大規模に行らたことを1過去の教訓を生かしながら一即ち資本
翰削こあたってより精密なより厳格な条件を課すならばr日本でより小規模に
行な一うならば，19ユユーユ2年の自本の保護関税が日本の工業に独占的経済力を与
えるだろうよりも，より有利なかたちで、日本の士業発展に寄与することがで
きるであろ、うず。といケのは，町本の工業製品・に，．中国市場を制覇するという大
きな期待があるからである。
　以上の3条件に適したかたちで，事業をおこしても，この事業は出発時には，
かなり緩慢な発展しか示さないであろ一う伽だが，その最初の作戦が或功すれば，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理5
38 早稲田商学第378号
成功は保証されるだろう。さらに，この創設に彼が賛成するのは，当行は日本
に最初に支店を創設することにより，日本の最良の人材と協力が可能であり，
日本政府の懇願を受け入れるのであれば政府の支援が確保される。一旦日本に
定着すれば，日本が外国で公債を発行する場合，他の銀行に依頼したとしても，
パリバの参加を排除することは困難だと考えられるからである。最後にフィナ
リの目には，東京が極東の出来事の観測台としてすでに重要な都市となってお
り，将来その重要性を益々増していくと考えられた。日本に足場をおくことは，
早晩重要になってくる中国事業への参加にとっても宥利となるであろう。
　日本の財政を分析して，確かにそれは不安定なものではあるが，世界の多く
にみられるほど絶対的に危険なものではないとフィナリは述べる。彼は例えば，
1900年頃パリバがブルガリアに進出した例をあげている。そして，パリバに
とって，日本で役割を果す日が来るだろうと述べた。大蔵大臣が，日本の外債
発行は，単なる個人的つきあい（1ienS　morauX）によって大量にロンドンのロ
スチャイルド銀行に托され私今後日本の発行すべき大量の外債を考えるなら
ば，すべての銀行が参加する余地があり，フィナリの働くパリバはそこで第一
級の地位を占めるべきなのであるo魯。
注ω　Premiεre　Qlユstiomalre，Archlves　de　Paribas，530／6．
　｛2〕Note　S口r　la　P・emiさre　Questi㎝mire，Archives　de　Paribas，530／aこの回答書の下書きは11ぺ一
　ジからなりタイトルは付されていない。
　13〕以上の回答書に関する叙述は，前注12〕の史料による。
｛4〕　Lettre　de　H，Fmaly査Eugεne　Gouin，Tokio，le15novembre、ユ907，Archives　de　Par1bas，53C／6．
　15）以上の叙述は，前出史糊4〕のユー6頁による。
　16）前出注14）史料6－7頁による。
　（7）日本銀行に関するフィナリの以上の分析は，前出注（4〕史料11頁による。
　｛8〕　Lett爬de　H，FimlyらEug毫ne　Gouin，Tokio，Io4oct．1907，p．2，Archives　de　Parib副s．530／6
　19〕前出淘8）書簡，4ぺ一ジ。
　l1⑪　前出注（8膚簡，3ぺ一ジ。
　虹1〕前出樹8磨簡，2ぺ一ジ血
　⑫　この記事は，〃μ加」）螂め庇7皿〃．sepL16．19C7に掲載された。Archives　de　Paribas，530／6。
　㈹　J劃pan　Daily　M釦1，7oct・1907，Archives　de　Paribasによる。
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虹尋　Japan　Dai1y　Advetiser，29，oct1907，Arch1Ψes　de　Paribas，530／6による。、
蝸前出濁8）のフイナリ書簡，3頁による。
蝸　以上の記述は一apa皿Ti血es，・19；さξpい9C7，Archwes　de　Paribas“530／6による山
㈹　Lettre　de辻F三皿aly身Mo皿sie1］r　le　Presldent，．Tok1q　leユ5now1907，pp．18－19，Archiws　de
　Pariba斗」530／6
㈱、以上の叙述は’前注ωの18－19頁による。
（三）調査団の成果および影響
　（1）R・ローネンの日本事業の失敗
　仏人実業家。ロベ中ル・ローネ！は，パリバのブリュセル支店を通、じて資金
援助を受け，1901年より日本で事業を広範に展開していた。フィーナリ調査団来
日時点において，R・ローネンの活動は在日外国人実業家の聞では周知のこと
であった。彼はまた，日本人実業家にも，・知られており，例えば三井銀行の関
係者は，1907年9月5日の『東洋経済』誌上で次のように述べている。即ち日
仏協約の締結後，いくつかの事業が企画され，日仏両国民は過去の政策の不一
致の動機を忘れることにより，将来は共通の利益によってむすばれようとして
いるのである61その先例は，、ローネンにより企画されている諸事業である。こ
こにフランス人資本家と日本人資本家たちとの協力がみられる｛1〕。
　この様に目本人実業家からも評価を受けていたR皿，ローネンは当初の見通し
とことなりその日本事業に失敗し，！909年に最終的に日本を去り1，・フランスヘ
ー帰国する。彼は日本ですべての資本を費消し，。関係していた会社も次々・と破産
するに至ったのである。ローネン事業の失敗と帰国は，1908－19ユO年のパリ、の
金融界に丁日本事業は非常に困難だ」七の世論を引き■おこ、したニフ、イナリ調査
団の積極的提案にもかかわらず，パ1〕バが1時旧」本事業に慎重になったのは，
R’；刀了ネンの破産も影響していたともいえよう。勿論このR’≡口∵ネンの被
産は，極東事業に経験のないフランス人の実業家に責任があった6彼ば日本の
風俗・・習慣にも精通せず；＾フラヅス企業の混乱的経営（La　gestib阯ah曲qpと）
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を現地で展開した。
　R・ローネンが関係した日本企業は，東洋森林会社（Sociるt6Forestiさre
Orientale），ロイヤル・ブラシ製造会社（La　Royal　Brush　Co．），東洋コンプレ
ソール会社（Oriental　Compressol　Co．）および極東ガラス製造会社（Soci6tさdes
Verreries　d’Extr6me　Orient）がある。また彼は，門司＝大久保築港計画にも
関係していた。東洋森林会社について，R・ローネンは1908年ユ月に日本政府
　　　由ぴらから，小平町（北海遺）の森林の経営認可を譲渡されるが，それはローネンら
の目的とする事業には不適切な土地であった。アンドレ・ゴワンは，H・フィ
ナリ宛の手紙で「現地調査をしなかった，」R・ローネンの軽率さを批判して
いる〔2〕。また，アンドレ・ゴワンは，1908年4月22日付の極秘電報をパリバ本
社に送り，ロイヤル・ブラシ製造会社が100万フランの未払いのため抵当権を
執行されたこと，その原因は，偽署名によるもので，R・ローネン側の信用の
濫発や商売に対する真剣さの欠如が原因であり，パリバがローネンとの関係を
断つべきと述べている｛3〕。
　東洋コンプレソール会社は，1907年にR・ローネンにより60万円（153万
6，000フラン）の資本金で設立された。当社の目的は，フランスの鉄筋コンク
リート（b6ton　amξ）の製造特許を活用して，臼本で現地生産しようとしたも
のである。だが当社の仏人の2人の取締役一R・ローネンとL・メルレ
（Mer1et）一の聞の内紛が1908年に発生して，会社の経営陣に混乱がおこり，
1910年には，すべての株式が日本人資本家に取得され，R・ローネンはこの事
業からも排除されたのである｛4〕。
　次に極東ガラス製造会社の事例をみてみよう㈲。その発端は日本人の宥力者
達が，ローネンにガラス製造業に着手するよう示唆を与えたことにある。彼ら
は，日本政府はヨーロッパの大ガラスエ業が日本に密着することを渇望してい
ると伝えたのである。彼らは，日本政府の援助と日本の国内状況からして，こ
の事業は成功すると伝え，そして自らも25万円まで出資するつもりだといった。
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そこで尺1：．ローネンは，直ちにフランスにいる実業家で父親のローネン，北部
特殊ガラス製造会社の取締役のジョルジュ・ドプレ（Georges　Desp・et），一ヴァ
～レ・サ！fヲンベル（Val　SainレLamb今rt）のガラス製造業者デプレてDep・ez）
と交渉を開始した。彼らは，日本へ技師デュヴイヴイエ（Duvi曲。）を送り；
その現堆調査の縞呆，「日本におけるガヲス；場創設に関すろノート」が作成
された。この報告書にもとづき，フランスの2．人のガラス製造業者，Despret，
Deprez両都ま，R＝ローネンと日本人グルー、プの協力をえて，株式余社創設
イニシャチブをとった｛6〕。
　デュヴイヴィエの「日本ドおけるガラスエ場創設に関するノート」によると（7），
極東でρガヲスー製品への需要は益々増大レており，現在まで輸入によりまか
なっていた消費に応えるため，一大近代工業をおこす必要があった。、極東丁中
国，・日本，オーストラリア，インドシナ，刀シア東洋沿岸，インドネシアーの
市場に販売するガラス製品の製造センターとして，フランス側は，日本を選択
した。そρ理由は，日本の労働力が，知性的で豊富かつ安価だったことであ乱
　日本に；［場を新設するのは，、ガラネ製葦業ρ職人労働者が日本に存在し，高
価なベルギー労働者を送る必要がないからであ，る。日本人の労賃はベルギr人
の半額である。更に貝本人労働者の性格は温厚であり，彼らはストライキも行
なやなジし目曜，一祝日；三も働㍍従2て1年350目労働日を計画することがで
きる。・これは炉の火をたやすこどができないガラろ工業にとって，大切なこLと
なのである。また，一日本では原材料や石炭も案何で入手でき乱かくして120
万人の住民を持？大阪市内の大運河の返くに750ヘクタールの工場敷地を確保
できたとゴ．ノFトは記述している。
　土地購入，工場建設，運転資金など，会社設立のため期首に必要とさ。れるの
は140万円で利益は年50万4，”750円が見込まれる6株主へは7％の配当が確保さ
れる予定であ1った。要するにこの事業は確実で多額の収牽をもたらす予定で
あった。・日本、のガラス製葦工場の準出は，現地ρ住民ゴ商人，政府官僚など
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から，熱狂的歓迎を受けるはずであり，成功が日本政府によって保証されたよ
うな事業であった｛9〕。
　会社の経営は，日本商法のもとで展開され，7名の取締役により運営される。
それには，R・ローネン，デュヴイヴィエ（Duvivier）＝工場長，ジュール・
ジヤドウ0ules　Jados）ダイエ（Dayet）ミルワード（Millward）の5人がヨー
ロッパ側を代表し，日本の資本を代表しで2人の取締役就任が予定された。ま
たヨーロッパ側に，ローネンの父親や参加ガラス企業の人々による技術助言委
員会が結成された｛9〕。
　／906年工場は大阪に，営業事務所は東京に建設された。3，000人の臼本人労
働者が雇庸され，ベルギーから派遺された8人の技師と職長たちが彼らを指揮
した。1906年，むしろ有利な条件下で出発した工場は，1908年に，困難にぶつ
かり，1908年12月に50円であった株価が，1909年4且にはr円へ暴落した。
1909年12月5日に当社は清算されることとなった。
　フランス人実業家R・ローネンの活動は，1907年8月のフィナリ調査団の訪
日など，日仏金融・経済協力の気運の高まりのなかで，追い風を受けることと
なったが，R・ローネンの日本箏業の失敗により，パリ金融界の日本事業熱が
冷却していった。アンドレ・ゴワンは，フランス・資本を投資した日本事業にお
けるR・ローネンの軽率さ（16gさret6）を批判している。ローネンの破産は，日
本におけるフランスの経済的名声を打ちこわし，ローネンという名前は，「フ
ランスの行う事業の弱さと過小評価」を現すものともなったoo。
　慎重なフィナリは，R・1］一ネンに対する批判を書簡類のなかには；残して
いない。だが，以下の様な表現はかなりR・ローネンに批判的であったといえ
ようω。
　　ローネンによるのではなく，在日フランス大使により正式に紹介して貰う
　ため，私たちは少し時間を無駄にしたが，他方で私はローネンからの独立を
　獲得した。パリバの使節団が，日本政府に紹介される時には，ローネンの仲
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介なしの方が好都合なのそある。私は日本にむけて出発する前に可能な限り
彼の財務状態を調査しておくべきだったといえよう。それは極めて複雑尤と
思われる。私はこの青年は誠実ではあるが，英語でいわゆるでしゃばりな
　（pushing）ところのある人材と考えている。これは，プロモーターの特徴で
　もあるが……。いづれにしても’，この青年が事業の展開に十分な経験を持っ
　ていないので，彼自身のものでない，我々の利益が問題’どなっている場合に
　は，彼に十分の注意を払うことが必要である。
　またフィナリは，u日本出発直前の1907年11月15日に，ユジェーヌ・・ゴワンに
宛てた手紙において自分の帰国は，アメーリカ経由になったので，R一・口∵ネン
がパリに到着するのが自分より早くなる可能性がおきたと伝えた。同時に彼は，
パリバ本部が「ローネンとの会話を，自分の帰国前に始めないように，自分が
口頭で彼の日本事業についてパリバ幹部に報告してから彼に会うように」ωと
念を押している。
　（2〕東洋汽船株式会社の社債発行の提案とパリバの拒絶
　パリ、バ史料室に残されているアンドレ・ゴワンから，パリバ銀行に宛てた東
洋汽船に関する提案書は，ユ・2ぺ一ジが破損され，3ぺ一ジから始まってい
る㈹。アンドレは，第一銀行と三菱銀行とが東洋汽船の主力銀行であること，
また最近東洋汽船側がこの二つの銀行に建設申の船舶のための資金110万円の
前貸しを依頼したことを明らかにしている。一2行はこれを拒否せざるを得な
かった。日本の金融市場は狭小であり，その結果低当を取っての貸付がしばし
・ば行なわれており，銀行側はこれだけ巨額の資金をあらたに貸付けることは不
可能であった。アンドレは，一この内情を第一銀行のある次長から打■明けられた
が，彼は第一銀行の首脳部の指令により送られてぎたように思われたのである。
　アンドレは，白分の情報網により，東洋汽船についてのデータを集めている。
1896年に設立された当社は，・資本金650万円で，50円の株式13万株を完全に販
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売しつくしている。その社債は利率6％，390万円であり，さらに第一銀行と
三菱銀行が年利6％で100万円を前貸している。アンドレは，東洋汽船の財務
諸表を同社の営業報告書をもとに復元している。
　また同社のホンコン・サンフランシスコ航路，南アメリカ航路についても説
明を加え，前者に対しては政府が年次補助金，（1908r09年予算で約100万円）
を与えている状態を証明している。また，建設申の天洋丸，千洋丸についても，
アンドレは，長崎造船所が最良の条件下で建造中という日本人の情報を確認し
ている。取締役会のメンバーについても触れ，社長；浅野総一郎，副社長；塚
原周造，取締役；原六郎，天埜伊左衛門，自石元治郎，監査役；芦尾幾造，前
島密の名前をあげている。
　杜長の浅野についてアンドレは，日本の実業家・工業家の中で最も著名な人
物で自助の人であった点を強調している。財産のない小商人であった浅野が36
才の時，300万という一大財産を築き上げていた。彼は北海遺の森林の経営や
一大セメントエ場を所有し，石炭の炭田や石油の採掘にも関心を持つと同時に
石油の輸入にも従事していたのである。人々のうわさによると浅野は決して商
売に失敗しないし，投機に決して手を出さないのである。浅野の取締役をつと
めている会社一浅野セメント，東京ガス，帝国ホテル等々一を列挙したのち，
アンドレは，渋沢男爵も浅野を高く評価していると述べている。
　ところで，第一銀行や三菱銀行は，東洋汽船と深い関係をもちながらも，
110万円の新規の貸付を拒否せざるをえなかった。この資金は東洋汽船に不可
欠のものなのである。建築中の船舶は，もうすこしで完成の直前であり，もう
1隻の完成に巨大な費用がかかるのである。そこで，パリバとフランス人資本
家グループが，第一銀行と三菱の代りに，この新規の前貸を実施してくれるよ
うアンドレが依頼を受けたのである。前貸の返済は1910年から3ケ年で終了す
る予定であり，利率は6％が提案された。
　パリバの経営代表権を何ら保有しないアンドレは，パリバがこの提案にどう
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対応するかの情報を集めたとして次のように述べている。
　第一の方法は，一パリバが直接に東洋汽船会社と交渉すること一である。この方
法は，貸手が抵当を直接把握し，あらゆる点で便利でばあるが，現実にはパリ
バは東京に支店をもっていないので不可能である。支店がなければこの都市で，
東洋汽船の社債を売ることもできない。
　第二の方法は一アンドレにはより望ましい方法と考えられたが一パリバが，
三菱や第一銀行と一緒に融資に協力することである。例えば110万円の融資の
うち約半分の55万円をパリバが受持ち，残り半額を日本の2銀行が負担する方
法である。
　現在までのところ，席一銀行も三菱銀行もいかなる担保も要求してはいない。
この2行は当社のかなりの数の株式を保有しており，サンフランシスコ航路の
拡充に伴なう政府の補助金は，毎年37万5，000円ずつ増加することになってい
るのである。ところで，日本の法律によると，政府の補助金を受けている汽船
会社は，外国人株主をもつことが禁止されているので，パリバは株主総会に対
して，如何なる代表も送ることができない。従って，パリバはどうしても，何
らかの低当を取る必要がある。進水する新船舶に低当権を設定することが望ま
しいであろう。
　以上述べてきた点が，パリバに対してなされた提案と，それに対してアンド
レの考えたパリバの対応策である。アンドレは，もしこの提案がパリバにとっ
て有利なものと考えるならば，電報を送ってくれるように依頼している。アン
ドレば，フィナリの指示が到着するまで，第一銀行と三菱銀行に何の約束もし
ないので連絡を待つと述べている。だが同時に，アンドレ自身，この事業にか
ける熱意も伝ってくるの．であ、る。それは，パリバにとって第一銀行とか三菱の
ような日本企業と関係をもつことはよいことだと述べている。。このことは，旧
本に対して，フランス資本が東洋汽船のような日本第一級の会社を援助するこ
とでパリバは何より現地で日本」流企業に協カすることを示すことになる。こ
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の決断は1ヨ本におけるパリバの将来の発展にとり極めて好ましいものである。
また日本政府もこの事業に感謝することとなろう。また，アメリカからの多数
の参加者が期待される万国博も，1912年に日本で開催されることも忘れてはな
らない虹4。
　この様なアンドレの提案に対する答えは，次のフィナリの返信で明らかにさ
れよう。
　フィナリは，アンドレの祖父宛の2通の手紙（2月20日付，2月23日付）を
読んだと述べたのち，アンドレがパリバの日本事業として提案してきた都分に
つき，3月25日の書簡で返答している㈹。また，これは祖父の意見だと述べ日
本事業に対する慎重論を展開した。最初にフイナリはユジェーヌのアンドレ宛
の2月27日の電報を引用する。
　“1月27日の日本の政治的危機にづいての興味深い手紙を受取った。この情
　報により私は，益々アンドレが日本の公債発行の件にせよ銀行創設の件にせ
　よ，「極めて慎重」（eXtrさme　rξSerVe）であるように，フィナリの残した助言
　を守るよう進言する”
　フィナリは，自分のフランスヘの帰国後，多くの不幸な出来事がおきたため，
ヨーロッパ特にフランスにおいて日本事業に対するかなり冷たい意見が出てい
ることをアンドレに伝えている。フィナリ自身はこの世論によっても，日本事
業に対する好意的見方をかえるものではないが，事業に着手するにあたっては，
世論や精神的雰囲気を無視できないのだ，とアンドレに語りかけている。従っ
て，現在アンドレは，最大の慎重さをもって行動すべきであり，・今まで行なっ
てきた方針を離れるべきではない。
　この方針が確立されるならば，アンドレがパリバヘ提案してきた東洋汽船会
杜との事業をパリ」バ側が採用しない方針であるとしても驚ろくには値しないだ
ろう。パリバは，フランスの汽船会社とも決して，この種の事業を協力して
行っていないのである。現在，経済状態が悪化しているので，外国人である日
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本人に対する貸付一それが社債の購入のかたちをとろうとも一は，アンドレも
承知しているように抵当が必要となろう。ところで（ユ〕パリバは，外国企業とし
て海運会社の抵当権を執行できない。また（2）東京の証券市場が狭小であること
から・これら社債の公開発行は将来の課題である。従って提案は，かなり危険
だと思われる。
　これらの理由は十分根拠のあることから，フィナリは，アンドレに以下のよ
うに依頼するのである。この話をもちかけた第一銀行の取締役たちの感情を害
さないよう．なもっとも適切なやり方で，正式になされたこの提案を辞退するよ
うにと岬。
　フイナリのこの書簡は，第一銀行を通じて東洋汽船の社債の肇行の提案があ
り，それに対して，パリバ側が慎重であったことを明らかにしている。
　（3）鐘淵紡績会社の社債発行申込みとパリバの拒絶
　鐘淵紡績会社は，既に神戸に定着していたフランス人貿易商，ギイサン兄弟
商会（Gysin　Frさres）を介して，パリバからの融資（300万円）の可能性につい
て，1908年1月21日の手紙で打診を行っている。この社債は発行時点5年目か
ら返済可能となり，完全な償却の終了は，それから10年目のこととされ，償却
期間は15年をこえるものでは挙く，1年30万円ブつの返済計画であ弘ギイサ
ン卑弟商会の仲介に一よろ借款申込紹介は，1月24日．の日付で，パリバ銀行に提
出され，鐘淵紡績の現状および借款の意図について，次のように述べている㈹。
　このギイサン兄弟商会による鐸淵衝績の紹介状には，当社が日本最大で最も
繁栄している製造企業ρひとつであり，」経営陣は武藤山治にみられるようド活
発釦佳的で販売能力において模範的能力を示すと長所が列挙されていろ。ま
た株主には皇室やその家族，および安田銀行や三井銀行が参加しており，資金
的にも安定している。生産設備は14の紡績工場で31万1，360のスピンドルをも
ち，∴過去3年間の年平均3，240万キロの綿糸を生産した。労働者は1万4，193名
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販路については，製品の音は日本市場へ販売されるが÷が中国と朝鮮へ輸
出されており，株主への配当は同業他社より平均10％以上高いが，綿糸価格も
他社よりも約5％嵩いことが報告される。
　会社の財務状態についてもギイサン兄弟商会の手紙は触れている。当社は
ユ887年5月に，東京で100万円の資本金で設立きれた。1908年時点では，数回
の増資の結果名目資本金が1，400万円である。建物や機械の償却費が過去5年
問で150万円に及び修繕費が180万円であることから，当社は常に最新の設備を
保持する努力を行っていることが理解される。会社の積立金の合計が486万
2，718円であることも注目すべきとさ坑る。当杜の株式は額面50円のものが，
市場で100～n0円の問で取引されている。社債は年利7％で3年で償却分が59
万9，000円相当発行されている。このように財務状況を説明したあと借り入れ
の理由について，次のように述べている。
　借入れのかわりに，当社は株主に対して未払の資本金615万2，550円分の払込
みを要求することもできる。だがそれにより株式配当金がおよそ2倍となるこ
とから，会社側はむしろ300万円の借入れを好むのである。300万円をパリバか
ら借入れることができるならば，これにより金融・工業恐慌に対する対応策を
講ずることとなり，現在の株主の有利な地位を保ちながら，比較的安い金利で
の借入れを期待したのである。会杜の表現によれば，この300万円は，「恐慌に
対する保証」（aSSura－Ce　C㎝tre　leS　CriSeS）なのである。
　ギイサン兄弟商会は，この300万円の社債発行による借入れに対して，一担保
の方法は2つあるが，鐘淵紡績の所有株を担保とすることは，外国銀行として
むずかしいので，むしろ，日本で二級の地位をもつ二づの銀行（三井銀行，三
菱銀行）による保証を得ることができればと述べている。また必要によっては
日本ロスチャイルド銀行の保証も可能だと述べている。Lこれらの有力銀行が，
鐘淵紡績の社債を保証することから，当社はよ’り安い金利を希望したのである。
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　ギイサン兄弟商会の紹介状は，パリバが鐘淵紡績に融資しても，フランスの
綿工業には影響を及ばさないと付加している。というのは，フランス綿工業は，
その製品を植早地以外へと輸出しないからである。また，もしこの社債発行に
成功すると，ユト12％の配当を誇る当社の株主にフランス人投資家がなること
を好み，望ましい結果が出ると述べている鵬。
　鐘淵紡績会社の申込について検討したあとで，フィナリは以下のような結論
を提示している㈹。
　冒頭でまず，日本の紡績会社としては，この会社は聞違いなく第一級の重要
性を示す会社であることが確認される。創設は20年も昔のことであり，現在約
25万スピンドルの生産力を誇る工場を所有する。さらに現在合計ユ0万スピンド
ルの新工場を建設中なのである。
　このように機械設備を充実させる一方で，最近二度にわたって増資に成功し
た順在その名目資本金は，・…万円で狐だカ㍉新株式が÷のみ払込ま
れたにすぎないので，株式資本金は800万円を少し下まわるところである。社
債については，年利7％で償却中であり，その全額が今後3年問で完済される
予定である。
　日本綿工業は，過去3年間，すばらしい繁栄期を経験してきた。このことが，
慎重な経営陣を備えた当社にも，22％にも達する株式配当金を許してきた。他
方で社内留保金もやがて500万円にも達するのである。
　ところで，当社が契約しようとしている新規社債（300万円）の目的は，金
融市場の変動に備えるためでもあり，また原材料と完成製品価格の変化にも対
応するためのものでもある。たしかに，パリバの調査によっても，工場の新設
により，総売上高が増加すれば，運転資金は不十分なものとなると恩われる。
　通常であれば，当社の獲得した資金は，三井，三菱という二大銀行に固定資
金として積立てられることになる。従って，当社はこの二行から得られる資金
と，社債利子支払い額の差額しか配当できないはずである。
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　当社は，フランス国内の場合よりはるかに高額の設備投資をしながらも，日
本人の労働力がはるかに安価なお蔭で，莫大な利益をあげている。従って当社
の財務状態は現在満足できる状態である。そして，この大型の社債発行に対し
て，巨額の抵当も．提僕できるのである。
　そこで，第一印象としては，この社債発行に賛成の意見を述べることができ
る。但し，より詳細な分析により，この予期されなかった提案に間題点がない
かを検討したのちのことであるが。そこでいくつかの問題点をあげると，まず
第一には，、現在日本経済が不況状態にあることである。これは，将来にわたり，
消費を制限し，企業収益を減少す争性質をもつものである。・この減少はすでに
1907年の第2四半期に出現しつつあるδ．
　第2の考慮すべき点は，当社の生産能力が著増することである。一これは当期
の経済状況からすると，・むしろ好ましからざる状態なのである。バリグ側が忘
れてはならないことは，日本の紡績業者はすでに，1ヨ本g国内市場全体を支配
しつくしており，当社の新規生産分は，必然的に輸串に向けられざるをネない
のである。この割合の大きさには恐るべきものがある。それとも，日本紡績業
の最初の繁栄期のすぐれた成績をみても，当社があまりにも遠隔地まで輸出す
るままに孝ることに、何の恐れも感じ李くてよいと考え季gだろうか。
　第三点は，パリバの見解として極めて重要なのだが，大量の資本牽遠隔地に
固定し，遠く離れた企業の使用するままにする一ことの不便さである。遠隔の日
本企業の経営に対する如何なる統制手段も・行動子段も取りえないので牽恥
またパリバ側は，このよう；≡冒険的｝こ遠隔地へ投資された資本が，それに見合
うだけの利益を得ず，ただ提供された抵当との関係で固定的な利子を得るにす
ぎないとしたら，それ幸将来残念に思うこともあろう色o。
　パリバが鐘ヶ淵紡績の300万円の社債発行を担絶するにいたったのは，・日本
企業の経営力がないためではなく，その潜在的な生産能力を恐れたためではな
いだろうかo
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　（4）門司築港計画の中断
　パリバの史料館に残されているあるノートは，パリバが門司港、（大久保湾），
、の築港苛画を作成していた点につき沫gようモこ述べている。ノ下リバは目本事
業として・軍債の発行にのみ関心を持ったgではなく・、あらゆる種類の事業に
関心を持った。かくして1907年フィナリ訪臼調査団を派遣したが，それとは別
にパリバは，ロベール・ローネンとの合意にもとづき，門司・大久保湾での石
床搬出の便宜を計るため築港計函を研究するためのシンジケートを結成した臼血。
　このシンジケートヘの参加企業と出資資本金額およびその比率は下表のとお
りである幽。
門司港研究シンジケート
パリバ 6万フラン 一15％
ソシエテ・ゼネラル 5，万フラン 12．5％
ユニオン・パリジェンヌ 5万フラン 12．5％
インドシナ銀行 2万フラン 5％
ベルギー・グループ 6万フラン 15％
シュネイデル製鉄 3万フラン 7．5％
コウゾ・クザン社 3万フラン 7．5％
　　　　　　、ロベール，ロー不ン 4万フラン 10％
日本人グループ， 4万フラン 10％
イギリスグループ 2万ララン 5％
合　　計 40万フラン 100％
〔出典〕　Syndicat　dIEt皿des　du　Port　d已　Mo」i　Oapo皿）　Archives　de－
　　Parlsb割s415／5によるo
　このシンジケートは”日本へ調査者∫Mission　de咋．Godard，Missi㎝de　Mト
Caix）を添遣し，彼亨の帰国後日本政榊…対一して，門司港の建設と経営の認可
を要求すべきかどうかを、検討することになっている。このよう李巨大な計圃に
は，いくづかgグループの協力が当然必要とされ，フヲンス因内でもマルセー
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ユ，ル・アーブル，ダンケルクの築港には商業会所に代表される商工業者の参
加により，実現したのである。今回のサンジカをリードするのは，パリバであ
るが，パリバは門司の新港の築港に日本政府が好意的であることを望んでいる。
というのはこの新港ができると炭坑の開発が進むし，海軍に対しても最大の便
宜を与えるからである鰯。
　調査者として，日本へ派遣された技師のゴダール（Godard）は，門司・大久
保築港計画について報告書を残している。この報告書は，1908年に印刷して公
刊され，52頁におよぶ大分なものである㈱。
　本報告書の冒頭で技師ゴダールは，パリバの依頼を受けて，調査を1907年の
10月1ユ日に，門司から700－800メートル離れた小さな漁村の大久保に築港する
可能性について調査したと述べてい乱報告書は，第1章が，一般的な輸送量
の統計にあてられている。特に九州の日本全国との交易状態，九州の石炭の産
出状態をみたあと，門司経由の輸送商品，特に石炭の輸送量について解明して
いる。第2章では，九州の炭田その産出炭の移出港についての考察が行なわれ
る。第3章は，門司港についての調査である。門司港は九州の北端に位置し，
天然の良港で横浜，神戸との海上連結港であり，また中国大陸との結節点であ
る㈱。そして，第4章が，大久保港築港計画（Projet　de　Port　a　O㎞bo）であ
る。ここでは計画が数年前から始まったこと，ゴダールによる築港の技術的細
部についての記述がなされる。また大久保新港での鉄遣延長計画，ドックや石
炭積込みのための岸壁の整備はもとより，新設された大久保港の運営方法も考
慮されねばならなかった。土地の購入からはじまり，築港のおわるまでの総経
費は900万円（2，300フラン）が，また純益として，年157万3，800フランが想定
されている。工事の執行期間は5年が想定され，この港の経営認可期間として
は可能であれば75年か，75年が無理な場合は少なくとも50年が，望まれる。日
本国家による買上げ費は，その時点以前の7年間の平均利益によって計算され
るが，経営がスタートしてから12年経過しないと認められない。この章では，
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日本海軍からの反対の可能性にも触れている。日本海軍は，このような広い面
積の埋立作業に注目し，下関海峡の海流が悪化することを心配している。その
ため築港に関する技術的対策は，その提案を歓迎するとこの報告書は述べてい
る㈱。
、最後に第5章で，報告書は，内容の要訳と結論をまとめている。ここで重要
な京は，この港の建築と経営の認可を得た企業は，税金でそれらの事業を行な
いうる国家との競争にたえることができないし，九州の炭田の大所有者であり，
門司への石炭の独占的販売権を握っている三井財閥とも競合できない点である。
そこで考えられることは，日李政府に認可を要求する時，」その契約書のなかに，
国家自身が門司港の工事に参加しないという約束をとり？けておく必要がある
ことである。また，他の民聞・公共いかなる団体にも門司港の工事の認可を与
えないという約束を得ておく必要がある。もし国家が，こρ公共事業に参加し
牟い時の唯一の方法は，すでになされた事業を買戻すという方法である。
　認可期間は75年が適当であるが，日本政府はその期問にも買戻し（rachat）
の権利をもつ。但し，築港がおわり経営がはじまって3年経過しないうちに，
日本政府が買戻しを望んだ場合には，調整のた均の委員が選任されるべきであ
る。一人は，認可を受けた企業の指名する人，もう一人は日本政府の指名する
人三人目は前出の2名が合意して指名する人である。もし合意がなりたたな
い場合には，オランダのハーグの国際司法裁判所の指名する調停人とする。12
年目以降の買戻しは，通例の方式一過去7年の純益の平均値一にもとづいてな
される。
　もし，日本政府が，フランス側ρ望むような建設および経営認可を与えたと
すれば，日本政府に対してそれ以上の要求，例えば利子保証や補助金を求める
べきではない。日本の石炭海運量の増大にょり，問違いなく利益カ予みこまれろ
からである。港の利用料については，一旦本政府；幸，その決定を全面的に認可企
薬にまかせるべきである。この港の経営は，三井，三菱のような4二5社の石
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　241
　54　　　　　　　　　　　　　　　早稲田商学第378号
炭販売に関係する大企業との合意にもとづいてなされるべきである。門司の他
の40社の小石炭販売業者を相手にすべきではないのである。これにより最大隈
の利用料の徴収が可能であり，企業の経営が活力をうるのである。従って，こ
れら4～5の大企業一特に三井，三菱一がこの事業に関心をもつことが絶対に
必要である。特に，現在確信をもって言えるのは，日本政府は，これら大財閥
の反対がない場合にのみ，フランス側の提案を認めるだろうということであ乱
そして，彼らの反対をおさえる最上の方法は，この事業の適切な分け前をこの
二大企業に与えることである。
　最後に日本での門司一大久保の公共土木事業はフランスの資本家にとっても
工業企業家にとってもともに有益なものである。実を言えば，日本の海港の建
設のその他の計画を考えてはならない。商業用の港を管理している有力な日本
人の反対，世論の反対に会うだろう。だが日本人がヨーロッパ人の協力により
港を築きたがっているのも事実である。まだ工事の終らない横浜は別として，
神戸，大阪，特に東京の場合，金融的手段と公共土木事業者が日本にいないた
め，工事がおくれてきたのである㈲。
　このゴダール報告書の刊行後，門司研究会社（S㏄i6t6d’Etudes　de　Port　de
Mogi，Japon）は，何回か会合をひらき，この計画の実現の可能性について検討
している。1908年1月22日の役員会には，パリバからは，オラース・フィナリ
が出席して，以下のような討論がなされた鰯。議長は，出席していたローネン
に，門司に土地と広大な炭田をもづ三井株式会杜が，自已の利益を守るため大
久保の岸壁工事計画に敵意を示す心配はないかとたずねている。これに対して
ローネンは，大久保の岸壁というのは門司から500kmしか離れていないこと
を指摘したのちに，彼はすでに第一段階の交渉として三井に接近し，三井は大
久保港の建設にいかなる敵意も示さない確証を得たと述べている。三井は，フ
ランス側と協力して，この事業を行なうだろう。そうでないと資金的に不可能
だろうし，三井のもつ炭田の石炭を輸送するために，この計画は三井にとって
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も利益となるものである。そこで議長は，三井がこの計画に反対しないだ壮で
は不十分で三井が大久保築港に金融的支援を与える必要があり，それはこの企
画のための企業の資本金の一部を負担することだと述べている。彼はまたもし，
日本資本が参加しないならば，この種の企てにフラシスおよび外国資本が参加
することは困難である，というのは，日本資本が参加すると日本の主要企業の
協力が得られるからである，と述べている。
　次にコワゾ（Coiseau）が，ゴダールの計算した総事業費2，300フランは，見
積りが控え目ではないかと指摘したポ討論ののち，専門家が，もう一度この事
業費を再検討し，次回報告することになった㈱。
　、3月17日の会合では，議長がR・口Lネンの東京からの手紙を紹介した臼o。
委員会は，R・ローネンが彼に托された業務を守らせるように手紙を書くべき
だと考えた♂それは，日本政府が，大久保築港の周囲10kmの範囲内に，それ
と結合する港を建設しないように働きかけたり，三井に大久保港の建設資金を
提供するよう要請することではない。むしろ，ローネンが全く個人的な資格で，
予備的情報として，政府と三井がこの二つの点について，どんな意向をもって
いるかを打診するに届まるべきだ。これが，委員会の希望であった。というの
は，前回の会合で，総事業費の再検討が問題となりそめ結論がまだ提出されて
いなかったからである色皿。
　8月4日の会合は，フィナリとR・㌔ローネンの対決の様相を帯びている鯛。
この門司港の研究シンジケートが形成された時，R・口・一ネンに25万フランが
前貸しされ，それは，6ヶ月の期間で，更に6ヶ月が更新された。父親のシャ
ルル・ローネンが保証人であった。ところが，第二期の返済期日が8月乞日に
到来したが，R・ローネシは；パリパに返済が不可能になったと通告してきた。
そして返済期日の延長を求めてきた。他方父親のシャルル・■ローネンは，パリ
バに来行し，アメリカの金融恐慌の被害により返済が不能なので，シンジケー
トが，返済条件を緩和し，かなり長期にわたっての返済条件に切りかえるよう
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に依頼してきた。その返済計画は……
　　即時返済　　　　4万フラン
　　1909年8月返済　4万フラン
　　1910年8月返済　10万フラン
　　ユ911年8月返済　7万フランである。
　当シンジケート役員会のメンバ∵は，意見交換ののち，パリバが，彼らの利
益をよりよく守るためシャルル・ローネンと交渉するように要請した。そして，
シャルル・ローネンの事業が悪化していることから，ローネンの条件をあまり
に過酷にすべきではないという意見も付加した。だが，他の貸主の誰よりも，
このシンジケートのメンバーが，ローネンから返済を急がせるべきだと主張し
た。このような参加者全員の意見をきいたのち，フィナリは，パリバが，シャ
ルル・ローネンとの交渉が終り次第，R・ローネンに前貸された資金を回収す
ると宣言した鯛。、この資金は，パリバが今まで前貸してきたものでもある。
　そして，最後の4月15日の会合がなされた。ここにも，パリバを代表して
フィナリが出席している。議長役をつとめたのもフィナリである㈱。フイナリ
は，ゴダール報告書の総事業費の見積りが2，300万円であったことに対して，
1月22日の会合で異議が出され，新たに見直しをすることになっていた点をま
ず報告した。そしてシュネイデルおよびコワゾ（Schneider＆Coiseau）の計算
にもとづく報告．をシェグノ（M．Chaigneau）に求めた。それによると総事業費
の見積りは2，亨00万フランではな・く，4，500万フランに増加することが確認され
れそこで・R・ローネンに入室を許し・説明を求め・意見交換を行っれ当
委員会は，門司（大久保）築港費に必要とされる4，500万フランは，回収の十
分な見込みがないとみなし，全員一致してこの事業を中断することを決定した。
他に議題がなかったので，4時に閉会となった㈱。
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　（5）日仏銀行の創設（1912）と日本債発行の増加
　フィナリ調査団の帰国後，日仏銀行の創設にむけて，パリの銀行界の動きが
活発化した。1907年末には，渋沢栄一とも交流があり，日本債の発行にも理解
を示したユダヤ人金融学者アルベル・カーン（AlhertKahn）は，一グドショ
銀行代表（Banque　Goudchaux＆Cie）一日仏金融業者シンジケートの設立にむ
けて努力したが，これは失敗に終った。1908年には，ルヴィエ銀行（Banque
Rouvier）は，日本に調査団を送った。1911年にA・カーンは，今度はパリバ
とフィナリの協力をえてその計画を再び繰り返したが無駄であった鯛。
　この様な金融業界の動きを受けて，1912年6月21日，パリに遂に日仏銀行
（Ba皿que　FrancoJapanaise）が設立されることとなった。パリバは自行に支店
を開設することは出来なかったが，フィナリの帰国5年後に日仏銀行を設立す
るのに成功し，フィナリはその取締役の一人に就任する。この銀行はフランス
商法にもとづく株式会社として，パリに設立される。本社をパリにおく当行は，
取締役が，必要と考えた場合，日本をはじめとする外国に支店をおくことがで
きる。資本金は2，50C万フランで，額面500フラン株が5万株発行されることと
なった。当行の目的とする業務は，金融的，工業的，商業的事項に関するあら
ゆる業務である。会社の創設や金融的参加，動産・不動産取引，鉱山業や公共
事業への参加も重要業務として明記されていた。当行の設置期間は99年を目途
としていた鋤。
　ところで，第1表は日仏銀行に対するフランス各銀行の参加株式を示したも
のである。第一に注目されるのは，パリバとソシエテ・ゼネラルが各々4，500，
4，450株という総発行株式の約10％をおさえて首位に立っていることであ名。
日仏錘行は，ノくヅ六とゾシエテ・ゼネ、ラルのイニシャチブで設置されたといえ
る。また，この2行を別とするとフランスの多くの銀行が，小額の株式を保有
することで全員参加方式をとっていることである。日仏金融シンジケートの設
立を提唱したアルベル・カーンも400株を所有している。
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第1表　日仏銀行創立時の株式
参　加　銀　行　名 株式数 名目資拳金 創立者株割当数
Ba皿que　Fra皿εaise 2，0001，000，000 100
Comptoir　National　d’EscoInpte　de　Paris2，0001，O00，000 100
Banque　de　rUmon　Parisienne 2，0001，000，000 100
Banque　de　rIndo－Chine 1，000 500，000 50
Cr6dit　Alg6rie皿 500 250，000 25
Eranciba皿k 300 150，000 15
Soci6tξSuisse　de　Banque＆de　Dξp6士s300 150，000 15
SociξtξG6皿ξrale　Alsacienne　de　Banque300 150，000 15
Banque　Com㎜erclale　et1皿dustrie1le30C 150，000 15
Soci6t6G6nξraIe　des　Valeurs　de　Banque300 150，000 工5
Compagnie　Fra皿£aise　de　Banque　et　de　Mines1，000 500，000 50
Sir　Ernest　Cassel 工，000 500，000 50
Peyte1 200 100，000 10
N．J．et　S．Bard2c 1，000 500，000 50
Lazard　Frさres 1，000 500，000 50Demachy 20C 100，000 10
Cr6dit　Mobiller 600 300，000 30
de　Verneui1 1，000 500，OOO 50
Hirschler　et　Cie 400 200，000 20
Rotterdamsche 400 200，000 20
Crξdit　AnYersols 400 200，000 20
Central　Mini聰g 600 300，000 30
L．Hirsch　et　Cie 500 250，000 25
Albert　Kahn 400 200，OOO 20
de　Neuflize　et　Cie 800 400，000 40
P註rr’s　Bank 250 125，OOO 12
Ban馴e　Russo－AsiaEique 600 300，000 30
Banque　Priv6e　de　st　P6tersbol］rg 400 200，000 20
Koch 30C 150，000 15
Addis 20C 100，000 1o
Th6ry　Edmond 200 100，000 工0
上記合計： 20，45010，225，0001，022
Banque　de　Paris　et　des　Pays－Bes 4，5002，250，000 225
Soci6tξGξnξrale 4，4502，225，000 223
総合計： 29，40C］4，700，0001，470
〔出典〕　ソシエテ ゼネラル吏料室。
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　日仏銀行は，．フイナリ調査団が東京にパリバが支店を開設する揚合の3原則
く①東京の支店が独立性を確保する一こと②日：本の一流の金融家の人材の協力を
うること，一③フランスの市場と日本の金融を結びつけるものであること）’にほ
ぼ沿ったかたちで設立された。定款には，1万株をP6r王s　b6nξficiaires　ai　po｝一
使urにあげており，その冒頭で，日本興業銀行総裁の添田寿一に7，500株を割
当て，日仏銀行設立に至るまでの副田の貢献に応えている。フランスおよびフ
ランス系のヨーロッパの銀行への株式の割当は，パリバとソシエテ・ゼネラル
が中心と、なって行っている。パ’リバ銀行には，幹事行のパリバとソシエテ・ゼ
ネヲル宛の割当てを感謝する手紙が残されている。」例えば，1，000株の割当て
を受けたノ、ルダック銀行（N．J．＆S，BARDAC）は，∫一7一月13日付の手紙で1，000
株相当の資本金の払込み・を行りたことを通知している。止同様の手紙は，イル
シェール（Hirschler＆Cie）、社の場合にもみら．れる。またアルザス・ロレーヌ
銀行（Banque－dlAlsace＆de　Lorraine）’の場合ば，1912年8月20日付の手紙で
丁日仏銀行が2，500万フラン、で創設されたことを最近知る機会をえたが，もし
可能であるならば当行設立企業シンジケートにおいて，わが銀行が株式を取得
する可能性を与えていただきたい」セいう趣旨の手紙を送っている。またサン
クト・ペテルスブルクの民間商業銀行（Banque　de　CommercePrivさe　de　St．
Pete．sb｛rg）は，定款がこの種」の銀行への参加を認めていないので，一頭取個人
の名前で、400株を取得したい七述べでいる鯛。これらの通信文からみる限’り，
日仏銀行の株式は，、高い評価で，一1受入れられていたと考えられよう。この日仏
銀行の本格的分析は，別稿の課題となろう。
　ところで，・ユ’リソク・，ビュシエー．ルの研究による止，パリバは，」uユ900隼質お
よび第一次大戦後の経済再建期に，事業銀行として，工業投資充実の方向べと
動意出すのであるが，．その後その路線は後退・し，公債や社貸などの発行の引受
業務が営」業の主力となっている呪
　本章でも，パリバが日本への産業投資に深入りせず，フネナリ帰国後も1彼
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の対日事業積極論にもかかわらず，銀行全体としては，日本事業に慎重だった
状態をみてきた。パリバが，日本事業に慎重であったのは，ユ908年！月に日本
国内で，予算案をめぐって対立があり，フィナリらが人脈を築いてきた坂谷大
蔵大臣，山縣逓信大臣が辞任したことにもよる。さらにR・ローネンが日本で
の事業に失敗して帰国したことやアメリカで発生した金融恐慌の影響が，1908
年以降ヨーロッパに波及し，パリ金融業界全体が対外事業に慎重になっていた
時期でもあった。この様な外部環境的要素は勿論考慮しなければならないが，
パリバ自身のもつ経営戦略の中心が，産業投資よりも公債投資を重視する路線
にあったことが，重要である。
　従って，パリバをはじめとする，フランス金融機関の日本債の発行は，1900
年以降むしろ急増するのである6このテーマについても別稿で本格的検討が必
要であるが，ここでは若干の史実だけを指摘しておきたい帆フィナリ帰国後
の1909年には，京都市債（4，500万フラン5％）が，パリ市場で発行された。
これは，日本人が直接パリ市場で発行した最初の公債である。公債により集め
られた資金は，市電などの交通インフラ，水遺，配電事業整備に活用された。
また，日本興業銀行の1908年のパリーとロンドンで起債された社債にもソシエ
テ・ゼネラルなどが協力している。この社債，5，000万フテンは，朝鮮での公
共土木事業に充当されるものであった。更に1911隼には，再度京都市債（700
万フラン）が，1912年には2億5，000万フランの東京市債が，1913隼には朝鮮
拓殖会社の5，000万フランの社債が，七日仏鎧行の最初の大金融業務として，発
行されている。日仏銀行は，ソシエテ・ゼネラルとパリバ銀行の協力により，」
パリ金融市場での発行に成功する。日本政府は，この発行に無条件の保護を与
えた。
　他方日本政府の国債は，19ユO年に4億5，000万フラン，5・％をパリ市場で発
行し，1913年には，2億フラン5％債が引続き発行されれ1905年から14年に
かけては，日本の国債はその40．2％がフランスで発行され，フランスはイギリ
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スの37．21％、をこえて，日本の国債引受の第一番目の国であった。一だが，。フラ
ンスの，民間私企業への投資は極く少なかった則。
．（6）第二次大戦後のパリバの日本進出
　1970年になると，パリバのジャック・ド・フシエールOacque　de　Fouchier）
は，エルベ・ピネ（HervξPinet）に，日本との協力の可能性をさぐるように指
示を下した綱。ピネは，東京に長期滞在して調査したのちに，パリバ金融会社
（Cie　Financiさre　de　Paris　et　des　Pay－Bas）の代表事務所（burea皿de　reprξsenta－
tion）の開設を進言した。この代表部の目的は，∵方で工業的，貿易的業務に
専念すると同時に；他方では金融的業務に従事することであった。日本側の優
先的希望は，日本は原材料の安定的供給を求めているということであった。
　ピネは，日本の総合商社（三菱，三井，伊藤忠）に石油および鉱石に関する
多様な計画を提案するにあたり，前任地特にガボンでの経験を利用した。他の
重要な領域，金融面では，主要目標は，日本の公債（empr㎜ts　publics）およ
び民閻債（empruhts　privξS）の発行者をヨーロッパ資本市場へと勧誘すること
だった。
　この代表事務所は，1971年8月に，ユベール・ドラプラス（Hubert　Delか
place）を責任者として開設された。事務所は，当初東京パレス・ホテルにお
かれたが，1972年には国際ビルディングに移転した。！972年末には，’工業・貿
易部門担当のラングロワ・ムリヌ（A．La㎎lois－Meu．ime），金融事業担当のア
ントワンヌ（D，A皿toine）両者が，H・ドラプラスを補佐した。
　1973年は，パリバの取締役会長（Pr6sident　de　Parisbas）が王日本をはじめ
て訪問した記念すべき年である♂フィナリ調査団を1907年に日本に派遣してか
ら，実に66年ぶりに，一パリLバのトップが日本を訪問することと。なったbこの年
はまた東京証券取引所にチバリバ金融会杜の株式が上場され，当社の株式の
3％は日本人が取得するところとなった。山一証券が仲介会社であった。
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パリバ会長，ジャック・ドウ・フゥシエールの滞日中，パリバと伊藤忠商事
との間で，両社の友好を促進するための協定が締結され，特にヨーロッパ資本
市場での金融活動のため，更新されるに至った。
　パリバはまた，東京銀行と協力して，日本投資コンサルティングOapan　In－
vestment　Consulti㎎）社をフランスに創設した。当社は日本の対ヨーロッパエ
業投資を促進するための会社である。1973年にぱ，パリバの頭取ピエール・ム
サ（Pierre　Moussa）が，第一勧業〒パリバインタナシ3ナル（Dai　Ichi　Kangyo－
Paribas　Intermti㎝a1Ltd、）の共同創設に合意した。この契約は，パリバにとっ
ては，日本のトップクラスの銀行からの支援を得られる点で有益であるし，第
一勧銀側にとってもパリバを通じて，パリはもとより只シドン金融市場での活
動が容易化ざれる利点があった。
　1970年になると，これらの様々な日本での活動の結果として，パリバ銀行本
体が，日本で銀行業務をスタートさせることを決意した。パリバ銀行は，1976
年に，有楽町電気ビルディングの19階に支店（succursale）を開設することと
なった。ここはパリバ・グルーブの活動の拠点となり二1976年以降パリバ金
融会社もここに移転している。
　日本におけるパリバ・グループの銀行業務は，順調に利益をあげている。
ユ984年に，被産したリッカー社（Soc雌Riccar）社への融資が回収できず，こ
の年のみ赤字であった。バリバ金融会社の代表は，1976年から1979年までゲッ
タン・ヴェリ（Ga毫tan　Weh・y）がつとめたが，、この時期に，パリバはオリエン
タルモリース会社，のちのオリヅクス（O㎡x）との協ガを強めたらそして消費
者金融会社オリックス・クレジットに資本参加した。
・1983年には，パリバ・グループは，1ヨ本におけるベンチャー資本の投資管理
会社の仕事を開始させ，この仕事は投資家に高利潤を保証することが明らかに
なったが，パリバ本部の世界戦賂にも一とづき1989年以降は，．この業務への深入
りは行なわれていない。だがパリバは，この会社パルテク社（P盆・tech）社の資
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本金の5％を保持したままである。
　1980年代を通じて，パリバは少しずつ，住友生命一日本第三位の生保会社一
との関係を強化してきた。住友生命は，あらゆるジャンルの，極めて多数の投
資活動を行っている。1980年代，住友生命国際投資部門の責任を担っていた上
山保彦が，住友とパリバの接近に貢献している。上山は住友生命の社長になっ
た時から，パリバ金融会社の資本金の1％まで住友生命が投資するよう決定し
ている。上山は，パリバグループの国際コンタルタントとして1989年にパリに
招かれ，1991年にはパリでレジョン・ドヌール勲章を受勲している。住友生命
とパリバ・グループの交流は，毎年桜の花の咲く頃住友生命の招待によって行
なわれる「サクラ・パーティ」によって一層強化されている。
　日本事業での収益が年々増加するにつれて，資本市場におけるパリバの金融
活動は，飛躍的に増加している。1987年にはパリバは，日本における銀行業務
の分離方針を守るため，証券業務を取扱う支店（㎜e　succursale　de　maisons　de
titre）を開設している。資本市場をめぐる経営活動のため日本での従業員は急
速に増加し80人を数えた。
　1986年には，東京にパリバ資産管理会杜日本（Pa．ibas　AssetManagemant
Japa皿K．K．）が設立され，機関投資家の資産管理を委託された。住友生命が，
その資産を国際レベルで管理するための最大の顧客となっている。
　1991年は，パリ金融会社が東京に進出してから，20周年を迎えた隼である。
日本におけるパリバ・グループは現在，四つの異った法人からなる。二つの支
店と二つの現地法人（PAMJapan　K．K．，ParibasJapan　Ltd）である。従業員180
人で，そのうち25名が非日本人である。但し，1996年のパリバ・グループ全体
の純益の国別の比率をみると，イギリス（42％），フランス（38％），北米
（7％）スイス（5％）に比べ，日本を含むアジア地域は約2．5％の純益をあ
げているに遇ぎず，今後の発展が期待される幽。
　1976年のパリバ銀行の支店開設にあたり，パリバと日本の歴史関係を示すた
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めのパンフレットが作成されている幽。大型で20ぺ一ジからなるこのパンフ
レットには，パリバの関係者で浮世絵のコレクターであった，・ナンリ・セル
ニュシ（HenriCermschi，1821－1896）とイザック・ド・カモンド（Isaacde
Cam㎝do1850－1911）の収集した，鈴木春信，鳥居清長，東洲済写楽，北川歌
麿の浮世絵が原色刷りで掲載されている。これら日本美術品と同時に1907年の
フ！チリ離日時の晩餐会への招待状に対する，渋沢栄二の筆書きの返書が掲載
されているのである。
　1970年代のパリバ銀行にとっては，1907年のフィナリ訪日調査団の派遣は，
決して過去の出来箏ではない。フィナリ調査団の経験がパリバの企業文化のな
かに蓄積され，現在の経営戦略に生かされているのである。
　東京に開設される支店にとって，将来の発展が目的とはいえ，我々は現在の
諸経営戦略は，過去から生じているこ皿とも忘れてはならない，とこのパンフ
レットは記述している。従って，1907年に臼本の外務大臣林伯爵，大蔵大臣坂
谷男爵とオラース・フィナリとがすでに会見していたことを想起すべきであ
る㈹。
ラ主｛ユ）　H　Shogoro，Nξgociation　FrandoJap邊naise彗虹E皿treprises　CooPεr旬tives　des　Fr副I1妄ais　et　Japanais，
　0f拓地肋！Ecα伽肌なちIe5sep七1907，p邊ge1　（traduc亡io口土our口i直、a　Horace　Fi血aly，．le8sept　1907，
　Archives　de　Paribas，53C／5
　（2〕httre　dIAndrξe　G01］i11身亘・Fimly・le23m乱rs1908・Archives　de　paribas，530／6，p・5＝
　（3〕　Tξ1ξgra皿皿e　d・A．Gollin査Eugεne　Goui血、忘22avrilゴ908，Archives　de　Paribas，530／6
　（4プんGξrard，Ma　Mission　a皿Japon，Paris，19i9，pp，159－160．
、（5〕ここでの記述は，∫oo励ル吻㎜伽γ榊伽s　d慨紡榊0伽fと題する著者不明のノートによ
　る。ArchwesdeParibas，530／4，
16〕上記注15）のノート，1－3頁による。
｛7〕Ingεmeur　D1］vivi臥〃o牢3〃伽伽あ；｛㎝d直〃柳纈榊s伽∫ψ㎝。Archlves　de　Paribas亨30／4－
／8〕以上の叙述は，前出注17〕のDuwierの作成LたNoteの2－5頁による。
　19〕以上の叙述は，前注ωのNote5頁による。
　O⑪AGξrard，M⑭〃ゐ∫伽血刎如μ晩，乍ar皿s，1919，p－166．
　（1l〕　Le肚re　de旺FmaIyきEugさne　Gouin，1e4o沈ユ907，p．8，Arc11ivをs　dセPar1bas，530／6．
　（1オ　Lettre　de　H，Fmaly主Eugεn僅Goum，1e15口ov．1907、皿21，Arch1ves　de　P帥ib劃s，530／a
・㈹　以下、東洋汽船の杜債発行の提案については，び他榊“〃如丁榊Kな鋤ξcrit　par　A　Goui皿
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　　（avant1阜1ettreda虎ele25皿ars1908deFinaly），ArcbiΨesdeParib旦s，530／5による竈
、㈱以上の記述は，前注㈱・のアンドレの提案書にょる。
蝸以下フイナリによる，パリバの回答については，LettredeH．Finaly争A口drξGoum．ユe25
　　m且rs，！908，Arohiws　de　Paribas，530／5．による。
（1匂以上のパリバ側の回答についての記述は，前渤繕簡による。
（1カ　Gysエn　F1さres，P“物∫一炊閉ψ地κ皿倣割ψ肌〃∫μ〃伽伽且Co．，Toky⑪．1e24ja皿vier1908，Ar；hwes　de
　　Paribas530／4．
⑱　以上の記述は，前潮ユカの史料による。
○尊　　H．Fi皿aly．S血磁彪■4岬d埋肋F祝砒刎㈹4控Co〃o腕dεκムN五C凶ダσC冴工身H］ogo，1e23皿ars1908，
　　Arohives　de　Parib目s，530／6．
⑳　以上の叙述は，前注⑲のフイナリの分析による。
釧　3頁からなろ門司（大久保湾〕築捲計画の由来書（タイトルなし）による。Archives　de　Pari－
　　bas415／5．
㈲　SyI1dicat　d’Etudes　d1』Port　de　yoj1Oapo一）一Archives　de　Paribas－4ユ5／5一
㈱　前注勧の史料，3頁による。
鯛　M，Godard，P附μ4d切P鮒δ0伽凸o（〃ψ一）、∫メァ0双Rapport　de　Ml1鯛』011，P三ris　Impri皿e÷ie　Caix，
　　1908，Arohives　de　Parlbas，4ユ5－5．
　　　報告書の内容1章一3章までについて」は；前出注㈱報告書の6－3i．頁参照。
　　　葡出注㈱報告書の察。4章（32－47頁）によろ。
　　　以上の叙述は，前出注㈱報告書の48－52頁による。
　　　Sociξtξd’Et1］des　du　Port　de　Mojj，Rξunion　du22」ami鉗1908，Archives　de　Paribas，415／5。
　　　以上ρ叙述は，前出注㈱史料モこよる蓼
　　　Sociεtるd’Etudes　d｛Poエt　de　Moji，R釦皿io皿duユ7m帥s1908，Archives　de　P副rlbas，4ユ5／5、
　　　前出瀞⑪の史料による。
　　　Sociξtεd’Etudes　du　Port　de　Moj］、Rξumon　du4aoOt1908．Arcbives　de　Parlbas．415／5．
　　　前出注鯛の史料1－3頁による埴
　　　S㏄iさtξd’Etudes　du　Port　de　Moji，Rξunio1l　du15Avr加ユ908，Archiv喧s　de　Paribas，道15／5．
　　　前出演㈱の史料による。’
　　　Goξlle　Wen五雌，工皿灼㈱6召韮胎∫o柳，工蜆〃棚伽F物妙酬1907－1908．．Mε皿oire　de　Maitrise，
　Uエli舵rsitεParls　I，、1996，pp79－80．
臼功　Banque　Frmcoリapo皿副1se，St註tut　re叫par　M，Gran釦、notalre註Par蝿、ie21Ju三n19！2，Archives
　de　Parib副s，1ユノDFOM－221／988、
鯛　以上日仏銀行の株式取得をめぐってのパリバと各銀行との間の書簡は，葡出注㈱の史料におさ
　められている。
台動　E．B叫ssiεre，Eot爬1割B纈nq旭e　Mixte　et1盆Ba皿q鵬d．A∬aires．La　Banque　de　Paris　et　des　Pays－Bas
　bt　Strるtξ壕直1皿dustrieueユ900－1930．En士口…priseS　e士Hiミtoi爬，N〇二呂1992．pp49－64一
包O　前出言主臼亀Ga置1コe　Wel1h⑪ff，秘孤，pp80＝85一
㈹　以上の叙述は，前出注㈱論．文，pp，8C－85によ㌫なお，ロンドン市場に創ナる日本国・債の発
　行についてはToshloSUZUKI，J榊泌βC口田榊物械伽榊ソ∬伽s榊肋一エ〃㎝⑫枇肋1物■鰍
　187Hg1丑L㎝don，1994、を参照。
鯛　本節での基本的叙述は，戸aribas　au　Jap㎝，L直Note　de　D－Antoire　d’oct1991et　des　Correotions
　e芋S苗鈎竃sせo｛員4eM二G柳ehry、炎r曲i鵬高d皇一Parib註s：…こよる直、
豹3
66　　　　　　　　　　　早稲田商学第378号
胆3　Croupe　Parib盆s，Anmel　Report．1996，p－100一
幽　　B註oque　de　Paris＆des　Pays・B邑s，Quelq1』舶rappeIs　du　passε身roccasion　de　r01］vert阯re　de1a
　succ咀rsale　de　Tokyo，Fev．ユ976，p．2．
鯛　箭注紹史料による。
おわりに
　以上本稿の考察は，1907年（明治40年）に，パリバが派遣した，フィナリ訪
日調査団に関するフランス側史料を分析して，同調査団のH日本における調査
活動，目調査団の日本財政分析とパリバ銀行への提案およ印ヨ調査団の成果・
影響を明らかにすることにあった。
　まず，第1章のH日本における調査活動においては，（1）パリバ銀行，」（2〕オ
ラース・フィナリの生涯および／3）調査団派遣の背景にづいて，予備的考察が行
なわれた。その後（4）調査団の日程が確認された。調査団は，1907年6月10日に
締結された日仏協約を経済的側面から支え発展させるものと日本側から期待さ
れ，官民をあげての過剰な歓迎が展開された。その一例として（5〕伊藤博文との
会見があげられる。これは，伊藤自身の申込によりなされたもので，ここでは
将来実現されることとなった，フランス資本の朝鮮経営めための箏入戸こついて，
意見交換がなされた。このような日本における歓迎ぶりに対して，パリバ側は
あくまで冷静であった。それは（6）ユジエーヌ・ゴワン（パリバ頭取）の忠告が，
「常に慎重であってほしい。よく見て，よく聞き，決←て約束するな」という
点にあったからである。フィナリは，日本側の歓迎ぶりに、冷水をかけないよ
う注意しながらも，パリバ側として，金融協ヵの具体的約束はすることなく。
日本における調査活動をおえたのである。この調査団の活動については，当時
の（7）在日フランス大使ジェラールの回想も有益であったむ
　では，O調査団の日本財政分析とパリバ銀行への提案を扱った，第2章で明
らかにされたのは，どのような点だったのだろうか。フィナリ謂査団は，徹底
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した日本財政分析を行なった。その折調査団の作成した（1）1ヨ本財政に関する質
問表と（2〕質問表への回答が確認されその後（3旧本財政に関する分析がなされた。
この分析でフィナリは，日本財政は，日清，日露の戦争による影響を大きく受
け，財政悪化の状態にあるのは，事実であるが，日露戦争の終結により，平和
な状態が続くならば，日本財政は，南米の国々のように，国家を破綻させるも
のではないことを明示している。そして，日本の持つ潜在的経済力（貿易量の
急増や民聞国内貯蓄の増大）からみて，日本が将来「経済的怪物」となるはず
だと予告さえしている。彼は，財政政策のみならず，（4旧本銀行に関する分析
を行ったのち，（5〕日本の外交政策に関する分析にも言及し，当時欧米に一般的
に流布していた黄禍論＝（好戦的な日本が，大量の申国人を従え，ヨーロッパ
を攻撃する）を排除し，日本の脱亜入欧政策を適確に把握している。フィナリ
調査団の（6〕パリバ銀行に対する提案は従って，日本における営業の拠点として
の銀行を創設すべきというものであった。
　それでは第3章の（≡）調査団の成果・影響をどう評価したらよいだろうか。た
しかに，調査団の帰国後，パリバ銀行は日本支店を即座に開設することはな
かった。そして，（1）R・ローネンの日本事業の失敗を契機として，パリの日本
事業熱は，急速に冷却していくのである。日本工業界側の熱心なフランス資本
導入のよびかけに対しても，パリバ側は応ずることがなかった。（2）東洋汽船株
式会社の社債発行の提案をバリバは拒絶したし，（3〕鐘淵紡績の社債発行の申込
みをもパリバは拒否している。また，パリバも出資して始った（4）門司築港計画
も中断されたことから，フィナリ使節団の帰国後（1908年以降）パリバの日本
事業への関心が一時後退したかの印象を与えるのも事実である。
　だが，（5〕1912隼に日仏銀行が設立され，パリバも，ソシエテ・ゼネラルとな
らび，大口出資銀行となったこと，オラース・フィナリが同行の取締役の一人
となったことから，フィナリ調査団の提案した日本事業への本格的参加は，む
しろ，調査団帰国後，活発化すると考えられるのである。そして日仏銀行の設
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立後，パリ証券市場での日本公債の発行が活発化していくのである。
　（6）第二次大戦後パリバの日本進出は，1970年以降本格化するが，我々はこれ
を1907年のフィナリ調査団による日本経済評価の延長線上の出来事と考えるこ
とができよう。フィナリ調査団によりスタートした，日仏金融関係史の分析の
ため，今後は日仏銀行やパリ市場における日本公債の発行問題などにつき考察
が広げられねばならない。
［付記］本稿は，第67回社会経済史学会全国大会（於学習院大学，1998年6月7日）に
　　おける報告に加筆，公表するものである。なお，本稿作成にあたり，早稲田大学
　　　（1998年度）ヨーロッパセンター研究プロジェクト（個人研究）の研究費補助を
　　受けた点を明記し，謝意を表する。
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